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第1 一般的事項



第 1 一般的事項

1 障害の状態

障害基礎年金、障害厚生年金及び障害手当金が支給される「障害の状態」とは、身体

又は精神に、国民年金法施行令(昭和 34年政令第 184号)別表(厚生年金保険法施行令

(昭和 29年政令第 110号)第3条の 8において厚生年金保険の 1級及び2級の障害の

状態とされる場合を含む。以下「国年令別表」という。)、厚生年金保険法施行令別表第

1 (以下「厚年令別表第1Jという。)及び厚生年金保険法施行令別表第2(以下「厚年

令別表第2Jという。)に定める程度の障害の状態があり、かっ、その状態が長期にわた

って存在する場合をいう。

2 傷病

(1) 1傷病」とは、疾病又は負傷及びこれらに起因する疾病を総称したものをいう。

(2) 1起因する疾病」とは、前の疾病又は負傷がなかったならば後の疾病が起こらなか

ったであろうというように、前の疾病との聞に相当因果関係があると認められる場合

をいい、負傷は含まれないものである。

3 初診日

「初診日Jとは、障害の原因となった傷病につき、初めて医師又は歯科医師の診療を

受けた日をし、う。

4 障害認定日

「障害認定日」とは、障害の程度の認定を行うべき日をいい、初診日から起算して 1

年6月を経過した日又は1年6月以内に治った場合には治った日(その症状が固定し、

治療の効果が期待できない状態に至った日を含む。)をいう。

5 傷病が治った状態

「傷病が治った状態Jとは、器質的欠損若しくは変形又は機能障害を残している場合

は、医学的に傷病が治ったとき、又は、その症状が安定し、長期にわたってその疾病の

闘定性が認められ、医療効果が期待し得ない状態で、かっ、残存する症状が自然経過に

より到達すると認められる最終の状態(症状が固定)に達したときをいう。

6 事後重症による年金

「事後重症による年金Jとは、傷病により障害の状態にあるものが、障害認定日にお

いて政令で定める程度の障害の状態に該当しなかった場合で、当該傷病による障害によ

り65歳に達する日の前日までに、政令で定める障害の程度の障害に該当し、かっ、 65

歳に達する日の前日までに裁定請求のあった場合に支給する年金をいう。
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7 基準傷病、基準障害、はじめて2級による年金

(I) r基準傷病j とは、既に発している傷病による障害の程度と、新たに発した傷病
(既に発している傷病の初診日以後に初診日のある傷病に限る。)による障害の程度を、

併合して、初めて、障害の程度が 2級以上に該当する状態に至った場合における新た

に発した当該傷病をいう。

(2) r基準障害」とは、基準傷病による障害をいう。
(3) rはじめて 2級による年金jとは、既に基準傷病以外の傷病により障害の状態にあ
るものが、基準傷病に係る障害認定日以後 65歳に達する日の前日までの問において、

初めて、基準障害と他の障害とを併合して障害等級が 1級又は2級に該当する程度の

障害の状態に至った場合に支給される障害基礎年金及び障害厚生年金をいう。
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第2 障害認定に当たっての基本的事項



1 障害の程度

障害の程度を認定する場合の基準となるものは、国年令別表、厚年令別表第1及び厚

年令別表第2に規定されているところであるが、その障害の状態の基本は、次のとおり

である。

(1) 1 級

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が日常生活の用を弁ずる

ことを不能ならしめる程度のものとする。この日常生活の用を弁ずることを不能なら

しめる程度とは、他人の介助を受けなければほとんど自分の用を弁ずることができな

い程度のものである。

例えば、身のまわりのことはかろうじてできるが、それ以上の活動はできないもの

又は行つてはいけないもの、すなわち、病院内の生活でいえば、活動の範囲がおおむ

ねベッド周辺に限られるものであり、家庭内の生活でいえば、活動の範囲がおおむね

就床室内に限られるものである。

(2) 2 級

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が、日常生活が著しい制

限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものとす

る。この日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを

必要とする程度とは、必ずしも他人の助けを借りる必要はないが、日常生活は極めて

困難で、労働により収入を得ることができない程度のものである。

例えば、家庭内の極めて温和な活動(軽食作り、下着程度の洗濯等)はできるが、

それ以上の活動はできないもの又は行つてはいけないもの、すなわち、病院内の生活

でいえば、活動の範囲がおおむね病棟内に限られるものであり、家庭内の生活でいえ

ば、活動の範囲がおおむね家屋内に限られるものである。

(3) 3 級

労働が著しい制限を受けるか又は労働に著しい制限を加えることを必要とする程度

のものとする。

また、 「傷病が治らないもの」にあっては、労働が制限を受けるか又は労働に制限

を加えることを必要とする程度のものとする。(I傷病が治らないものj については、

第3の第1章に定める障害手当金に該当する程度の障害の状態がある場合であって

も3級に該当する。)

(4)障害手当金

「傷病が治ったものJであって、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えるこ

とを必要とする程度のものとする。
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2 認定の時期

障害の程度の認定時期は、次のとおりとする。

(1)障害認定日

(2) r事後重症による年金」については、裁定請求書を受理した日 (65歳に達する臼の
前日までに受付けたものに限る。)

(3) rはじめて 2級による年金Jについては、障害の程度が2級以上に該当じた日 (65
歳に達する日の前日までに該当したものに限る。)

(4) r障害手当金j については、初診日から起算して 5年を経過する日までの聞におい
て傷病の治った日

3 認定の方法

(1) 障害の程度の認定は、診断書及びX線フィルム等添付資料により行う。

ただし、提出された診断書等のみでは認定が困難な場合又は傷病名と現症あるいは

日常生活状況等との聞に医学的知識を超えた不一致の点があり整合性を欠く場合には、

再診断を求め又は療養の経過L 日常生活状況等の調査、検診、その他所要の調査等を

実施するなどして、具体的かつ客観的な情報を収集した上で、認定を行う。

また、原則として、本人の申立等及び記憶に基づく受診証明のみでは判断せず、必

ず、その裏付けの資料を収集する。

(2) 障害の程度の認定は、第2の「障害の程度Jに定めるところに加え、第3の第1章

「障害等級認定基準」に定めるところにより行うものとする。

なお、問一人について、 2以上の障害がある場合の障害の程度の認定は、第3の第

1章「障害等級認定基準」に定めるところによるほか、第3の第2章「併合等認定基

準Jに定めるところにより行う。

ただし、/第 1章の第10節から第18節までの内科的疾患の併存している場合及び第l

章各節の認定要領において特に定めている場合は、総合的に認定する。

(3) r傷病が治らないもの」の障害の程度の認定に当たっては、障害の程度の認定時期
以後おおむね1年以内に、その状態の変動が明らかに予測されるときは、その予測さ

れる状態を勘案して認定を行う。

(4) r障害等級認定基準」及び「併合等認定基準j に明示されていない障害及び障害の
程度については、その障害によって生じる障害の程度を医学的検査結果等に基づき判

断し、最も近似している認定基準の障害の程度に相当するものを準用して行う。

(5) r傷病が治らないもの」であって、 3級の第14号と認定したものについては、経
過観察を行い、症状が固定に達したものは、 3級の第14号に該当しないものとする。
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第3 障害認定に当たっての基準



第3 障害認定に当たっての基準

第1章 障害等級認定基準

第1節/限の障害

眼の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

眼の障害については、次のとおりである。

β" 、 別 表 障害の程度 ， 障 害i の 状 態

1 級 両眼の視カの和が 0.04以下のもの

両日毘の視力の和がO.Oq以上0.08以下のもの

国年令別表 身体の機能の障害が前各号と同程度以上と認められ
2 級 る状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、

又は日常生活に著しい制限を加えることを必要と

する程度のもの

別表第1 3 級 両眼の視力が、 O.1以下に減じたもの

厚 両眼の視力が、 0.6以下に減じたもの

一眼の視力が、 O.1以下に減じたもの
年

別表第2 障害手当金
両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの

メ4f
両眼による視野が2分の 1以上欠損したもの又は両

限の視野が 10度以内のもの

両眼の調節機能及び轄竣機能に著しい障害を残すも

の
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2 認定要領

眼の障害は、視力障害、視野障害、調節機能障害及び轄鞍機能障害又はまぶたの欠損

障害に区分する。

(1) 視力障害

ア 視カの測定は、万国式試視力表又はそれと同一原理によって作成された試視カ表

による。

イ 試視力表の標準照度は、 200ルクスとする。

ウ 屈折異常のあるものについては、矯正視力を測定し、これにより認定する。

矯正視力とは、眼科的に最も適正な常用し得る矯正眼鏡又はコンタクトレンズに

よって得られた視力をいう。

なお、限内レンズを挿入したものについては、持入後の矯正視力を測定し、これ

により認定する。

エ 両眼の視力は、両眼視によって累加された視カではなく、それぞれの視力を別々

に測定した数値であり、両眼の視力の和とはそれぞれの測定値を合算したものをい

つ。
オ 屈折異常のあるものであっても次のいずれかに該当するものは、裸眼視力により

認定する。

(ア)矯正が不能のもの

(イ)矯正により不等像症を生じ、両眼視が困難となることが医学的に認められるも

の

(ウ)矯正に耐えられないもの

カ 視力が 0.01に満たないもののうち、明暗弁のもの又は手動弁のものは視力0とし

て計算し、指数弁のものは0.01として計算する。

(2) 視野障害

ア 「身体の機能の障害が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活

が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程

度のもの」とは、両眼の視野が 5度以内のものをいう。

イ 視野は、ゴールドマン視野計及び自動視野計又はこれらに準ずるものを用いて測

定する。ゴールドマン視野計を用いる場合、中心視野の測定には1/2の視標を用

い、周辺視野の測定には1/4の視標を用いる。それ以外の測定方法によるときは、

これに相当する視標を用いることとする。

ウ 「両眼の祝野が 10度以内」又は「両日毘の千見野が 5度以内」とは、それぞれの限

の視野が 10度以内又は5度以内のものをいい、求心性視野狭窄の意味である。ま

た、輪状日音点があるものについて中心の残存視野がそれぞれ 10度以内又はそれぞ

れ5度以内のものを含む。

エ 「両眼による視野が 2分の l以上欠損したものJとは、両眼で一点を注視しつつ

測定した視野の生理的限界の面積が 2分の l以上欠損している場合の意味である。

したが.って、両眼の高度の不規則性視野狭窄又は半盲性視野欠損等は該当するが、

交叉性半盲等では、該当しない場合もあるロ
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(3) 調節機能障害及び轄鞍機能障害

「調節機能及び鞍穣機能に著しい障害を残すものJとは、限の調節機能及び轄繋機

能の障害のため複視、頭痛等の眼精疲労が生じ、読書等が続けられない程度のものを

いう。

(4) まぶたの欠損障害

「まぶたに著しい欠損を残すもの」とは、普通にまぶたを閉じた場合に角膜を完全

に覆い得ない程度のものをいう。

(5) 視カ障害と視野障害が併存する場合には、併合認定の取扱いを行う。
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第2節/聴覚の障害

聴覚の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

聴覚の障害については、次のとおりである。

<% 、 別 表 障害の程度 障 害 の 状 態

1 級 両耳の聴カレベノレが 100デシベル以上のもの

両耳の聴カレλノレが 90デシベノレ以上のもの

国年令別表 身体の機能の障害が前各号と同程度以上と認められ
2 級 る状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、

又は日常生活に著しい制限を加えることを必要と

する程度のもの

厚 別表第1 3 級
両耳の聴カが、 40センチメートル以上では通常の話

声を解することができない程度に減じたもの

年

別表第2 障害手当金
一耳の聴カが、耳殻に接じなければ大声による話を

ρ'p 解することができない程度に減じたもの

2 認定要領

聴覚の障害による障害の程度は、純音による聴力レベル値(純音聴力レベル値)及び

語音による聴力検査値(語音明瞭度)により認定する。

(1) 聴力レベルは、オージオメータ (JIS規格又はこれに準ずる標準オージオメータ)

によって測定するものとする。

(2) 聴カレベルのデシベル値は、話声域すなわち周波数500、1000、2000ヘルツにおけ

る純音の各デシベ/レイ直をa、b、cとした場合、次式により算出する。

平均純音聴力レベル値=
a+2b+c 

4 

なお、この算式により得た値が境界値に近い場合には

a +2b+2c+d 

6 
の算式により得た値を参考とする。

a 周波数一500ヘルツの音に対する純音聴力レベル値

b:周波数1000へ/レツの音に対する純音穂カレベル値

c 周波数2000へノレツの音に対する純音聴力レベル値

d:周波数4000へルツの音に対する純音聴力レベル値
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(3) 最良語音明瞭度の算出は、次によるものとする。

ア 検査は、録音器又はマイク付オージオメータにより、通常の会話の強さで発声し、

オージオメータの音量を適当に強めたり、弱めたりして最も適した状態で行う。

イ 検査語は、語音弁別能力測定用語音集により、 2秒から3秒に1語の割合で発声

し、謡音明瞭度を検査する。

なお、語音聴力表は、 r57s式語表jあるいは r67s式語表j とする。

ウ 語音明瞭度は、次式により算出し、語音明瞭度の最も高い値を最良語音明瞭皮

(語音弁別能)とする。

正答語音数
語音明瞭度= 一一一一一一一 XI00 (%) 

検査語数

(4) r身体の機能の障害が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が
著しい制限を受けるか、}又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度の

もの」とは、両耳の平均純音聴力レベル値が 80デシベル以上で、かっ、最良謡音明瞭

度が 30%以下のものをいう。

(5) r両耳の聴力が、 40センチメートル以上では通常の話声を解することができない程

度に減じたものj とは、次のいずれかに該当するものをいう。

ア 両耳の平均純音聴力レベル値が 70デシベル以上のもの

イ 両耳の平均純音聴力レベル値が50デシベル以上で、かっ、最良語音明瞭度が 50%

以下のもの

(6) rー耳の聴力が、耳殻に接しなければ大声による話を解することができない程度に

減じたもの」とは、ー耳の平均純音穂カレベル値が 80デシベル以上のものをいう。

(7) 聴覚の障害(特に内耳の傷病による障害)と平衡機能障害とは、併存することがあ

るが、この場合には、併合認定の取扱いを行う。
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第3節/鼻腔機能の障害

鼻腔機能の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

鼻腔機能の障害については、次のとおりである。

fi 、 JlJj 表 障害の程度 障 害 の 状 態
〆

厚年令別表第2 障害手当金 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの

2 認定要領

(1) r鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの」とは、鼻軟骨部の全部又は大部
分を欠損し、かっ、鼻呼吸障害のあるものをいう。

(2) 嘆覚脱失は、認定の対象とならない。
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第4節/平衡機能の障害

平衡機能の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

平衡機能の障害については、次のとおりである。

Aτ3 、 別 表 障害の程度 障 害 の 状 態

国年令別表 2 級 平衡機能に著しい障害を有するもの

厚 神経系統に、労働が著しい制限を受けるか、又は労

別表第1 3 級 働に著しい制限を加えることを必要とする程度の障
年 害を残すもの

βTJ 、
別表第2 障害手当金

神経系統に、労働が制限を受けるか、又は労働に制

限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの

2 認定要領

(1) 平衡機能の障害には、その原因が内耳性のもののみならず、脳性のものも含まれる

ものである。

(2) r平衡機能に著しい障害を有するもの」とは、四肢体幹に器質的異常がない場合に、

閉眼で起立・立位保持が不能又は開眼で直線を歩行中に 10メートノレ以内に転倒ある

いは著しくよろめいて歩行を中断せざるを得ない程度のものをいうロ

(3) 中等度の平衡機能の障害のために、労働能力が明らかに半減しているものは、 3級

と認定する。

中等度の平衡機能の障害とは、閉眼で起立・立位保持が不安定で、開眼で直線を 10

メートル歩いたとき、多少転倒しそうになったりよろめいたりするがどうにか歩き通

す程度のものをいう。

(4) めまいの自覚症状が強く、他党所見として娘振その他平衡機能検査の結果に明らか

な異常所見が認められ、かっ、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを

必要とする程度のものは、併合判定参考表の8号(3級又は障害手当金)と認定する。
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第5節/そしゃく・嚇下機能の障害

そしゃく・甲車下機能の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

そしゃく・甲車下機能の障害については、次のとおりである。

% 5;l1J 表 障害の程度 障 害 の 状 態

国年令別表 2 級 そしゃくの機能を欠くもの

厚 別表第1 3 級 そしゃくの機能に相当程ι度の障害を残すもの

年

令 別表第2 障害手当金 そしゃくの機能に障害を残すもの

2 認定要領

(1) そしゃく・礁下機能の障害は、歯、顎(顎関節も含む。)、口腔(舌、口唇、硬口

蓋、頬、そしゃく筋等)、咽頭、喉頭、食道等の器質的、機能的障害(外傷や手術に

よる変形、障害も含む。)により食物の摂取が困難なもの、あるいは誤申告の危険が大

きいものである。

(2) そしゃく・礁下機能の障害の程度は、摂取できる食物の内容、摂取方法によって次

のように区分するが、関与する器官、臓器の形態・機能、栄養状態等も十分考慮して

総合的に認定する。

ア 「そしゃく・嚇下の機能を欠くものJとは、流動食以外は摂取できないもの、経

口的に食物を摂取することができないもの、及び、経口的に食物を摂取することが

極めて困難なもの(食餌が口からこぼれ出るため常に手、器物等でそれを防がなけ

ればならないもの、または、一日の大半を食事に費やさなければならない程度のも

の)をいう。

イ 「そしゃく・膜下の機能に相当程度の障害を残すものJとは、経口摂取のみでは

十分な栄養摂取ができないためにゾンデ栄養の併用が必要なもの、または、全粥又

は軟菜以外は摂取できない程度のものをいう。

ワ 「そしゃく・礁下の機能に障害を残すもの」とは、ある程度の常食は摂取できる

が、そしゃく・礁下が十分で、きないため、食事が制限される程度のものをいう。

(3) 歯の障害による場合は、補綴等の治療を行った結果により認定を行う。

(4) 食道の狭窄、舌、口腔、咽頭の異常等じよって生じる嘆下の障害については、そし

ゃく機能の障害に準じて、すなわち、摂取し得る食物の内容によって認定を行う。

(5) そしゃく機能の障害と嚇下機能の障害は、併合認定しない。
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第6節/言語機能の障害

音声又は言語機能の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

音声又は言語機能の障害については、次のとおりである。

β1"3 、 )3IJ 表 障害の程度 障 害 の 状掻

国年令 )31J 表 2 級 音声又は言語機能に著しい障害を有するもの

厚 別表第1 3 級 言語の機能に相当程度の障害を残すもの

年

ρμ 、 別表第2 障害手当金 言語の機能に障害を残すもの

2 認定要領

(1) 音声又は言語機能の障害は、主として歯、顎、口腔(舌、口唇、口蓋等)、咽頭、

喉頭、気管等発声器官の障害により生じる構音障害又は音声障害を指すが、脳性(失

語症等)又は耳性疾患によるものも含まれる。

(2) r音声又は言語機能に著しい障害を有するものJとは、次のいずれかに該当する程

度のものをいう。

ア 音声又は言語を喪失するか、又は音声若しくは言語機能障害のため意思を伝達す

るために身ぶりや書字等の補助動作を必要とするもの

イ 4種の語音のうち3種以上が発音不能又は極めて不明瞭なため、日常会話が誰が

聞いても理解できないもの

(3) r言語の機能に相当程度の障害を残すもの」とは、 4種の語音のうち、 2種が発音
不能又は極めて不明瞭なため日常会話が家族は理解できるが、他人は理解できない程

度のものをいう。

(4) r言語の機能に障害を残すもの」とは、 4種の語音のうち、 l種が発音不能又は極
めて不明瞭なため、電話による会話が家族は理解できるが、他人は理解できない程度

のものをいう。

(5) 4種の語音とは、次のものをいう。

ア 口唇音(ま行音、ぱ行音、ば行音等)

イ 歯音、歯茎音(さ行、た行、ら行等)

ウ 歯茎硬口蓋音(しゃ、ちゃ、じゃ等)

エ軟口蓋音(か行音、が行音等)
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(6) 喉頭全摘出手術を施したものについては、原則として次により取り扱う。

ア 手術を施した結果、言語機能を喪失したものについては、 2級と認定する。

イ 障害の程度を認定する時期は、喉頭全摘出手術を施した日(初診日から起算して

1年6月以内の日に限る。)とする。

(7) 言語機能の障害(特に構音障害)とそしゃく・甲車下機能の障害とは併存することが多いが、

この場合には、併合認定の取扱いを行う。
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第7節/肢体の障害

肢体の障害による障害の程度は、「上肢の障害」、「下肢の障害」、「体幹・脊柱

の機能の障害」及び「肢体の機能の障害」に区分し、次により認定する。

第1 上肢の障害

1 認定基準

上肢の障害については、次のとおりである。

メ，.，λ 別 表 障害の程度 障 害 の 状 態

雨上肢の機能に著しい障害を有するもの(以下『両

〆 上肢の用を全く廃したものj という。)

両上肢のすべての指を欠くもの(以下「両上肢のす

1 級 べての指を基部から欠き、有効長がOのもの」とい

う。)

両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するも

の(以下「両上肢のすべての指の用を全く廃したも

の」という。)

岡上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの

(以下「両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を

国年令別表
基部から欠き、有効長がOのものJという。)

両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著

しい障害を有するもの(以下「両上肢のおや指及び

ひとさし指又は中指の用を全く廃したものJという。)

2 級 一上肢の機能に著しい障害を有するもの(以下「ー

上肢の用を全く廃したもの」という。)

一上肢のすべての指を欠くもの(以下「ー上肢のす

べての指を基部から欠き、有効長がOのものJとい

う。)

一上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するも

の(以下「ー上肢のすべての指の用を全く廃したも

の」という。)
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一上肢の3大関節のうち、 2関節の用を廃したもの

長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を

残すもの

一上肢のおや指及びひとさし指を失ったもの又はお

厚
や指若しくはひとさし指を併せー上肢の3指以上を

別表第1 3 級 失ったもの(以下「ー上肢のおや指及びひとさし指

を近位指節間関節(おや指にあっては指節間関節)

以上で欠くもの又はおや指若しくはひとさし指を併

せ、一上肢の3指を近位指節間関節(おや指にあっ

ては指節間関節)以上で欠くもの」という。)

おや指及びひとさし指を併せー上肢の4指の用を廃

したもの
，年

一上肢の3大関節のうち、 1関節に著しい機能障害

を残すもの

長管状骨に著しい転イ立変形を残すもの

一上肢の2指以上を失ったもの(以下「ー上肢の2

指以上を近位指節間関節(おや指にあっては指節間

関節)以上で欠くものJという。)

-#- 別表第2 障害手当金
一上肢のひとさし指を失ったもの(以下「ー上肢の

ひとさし指を近位指節間関節以上で欠くものJとい

う。)

一上肢の3指以上の用を廃したもの

ひとさし指を併せー上肢の2指の用を廃したもの

一上肢の:joや指の用を廃したもの
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2 認定要領

上肢の障害は、機能障害、欠損障害及び変形障害に区分する。

(1) 機能障害

ア 「ー上肢の機能に著しい障害を有するもの」すなわち「ー上肢の用を全く廃した

もの」とは、一上肢の3大関節中いずれか2関節以上の関節が全く用を廃したもの、

すなわち、次のいずれかに該当する程度のものをいう。

(7)不良肢位で強直しているもの

(イ)関節の最大他動可動域が、健側の他動可動域の2分の 1以下に制限され、かっ、

筋力が半減以下のもの

(ウ)筋力が著減又は消失しているもの

イ 両上肢の用を全く廃した場合には、上肢装具等の補助具を使用しない状態で、日

常生活動作において次のような動作を行うことが全くできないものである。

(7)さじで食事をする

(イ)顔を洗う(顔に手のひらをつける)

(ウ)用使の処置をする(ズボンの前のところに手をやる)

(エ)用便の処置をする(尻のところに手をやる)

(オ)上衣の着脱(かぶりシャツを着て脱ぐ)

(カ)上衣の着脱(ワイシャツを着てボタンをとめる)

ク 「関節の用を廃したもの」とは、関節の自動可動域が健側の自動可能域の2分の

1以下に制限されたもの又はこれと同程度の障害を残すもの(例えば、常時固定装

具を必要とする程度の動揺関節)をいう。

エ 「関節に著しい機能障害を残すもの」とは、関節の自動可動域が健側の自動可動

域の3分の2以下に制限されたもの又はこれと同程度の障害を残すものをいう。

オ 「関節に機能障害を残すもの」とは、関節の自動可動域が健側の自動可動域の5

分の4以下に制限されたもの又はこれと同程度の障害を残すもの(例えば、'ウ以外

の動揺関節、習慣性脱臼)をいう。

カ 「上肢の指の機能に著しい障害を有するもの」すなわち「上肢の指の用を全く廃

したものj とは、指の著しい変形、麻療による高度の脱力、関節の不良肢位強直、

疲痕による指の埋没又は不良肢位拘縮等により、指があってもそれがないのとほと

んど同程度の機能障害があるものをいう。

キ 「両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著しい障害を有するもの」す

なわち「両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の用を全く廃したもの」とは、河

上肢のおや指の用を全く廃した程度の障害があり、それに加えて、荷上肢のひとさ

し指又は中指の用を全く廃した程度の障害があり、そのため両手とも指間に物をは

さむことはできても、一指を他指に対立させて物をつまむことができない程度の障

害をいう。
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ク 「指の用を廃したものJとは、次のいずれかに該当するものをいう。

(7)指の末節骨の長さの2分の l以上を欠くもの

(イ)中手指節関節 (MP)又は近位指節間関節 (pI p) (おや指にあっては、指

節間関節(IP))に著しい運動障害(自動可動域が健側の自動可動域の2分の

1以下に制限されたもの)を残すもの

ベ2) 欠損障害
ア 「上肢の指を欠くものj とは、基節骨の基部から欠き、その有効長がOのものを

し、う。

「両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの」とは、必ず両上肢のおや

指を基部から欠き、それに加えて、両上肢のひとさし指又は中指を基部から欠くも

のである。

イ 「指を失ったもの」とは、おや指については指節間関節(Ip)、その他の指に

ついては近位指節間関節 (pI p)以上で欠くものをいう。

(3) 変形障害

ア 「長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの」とは、次のいず

れかに該当するものをいう。(偽関節は、骨幹部又は骨幹端部に限る。)

(7)上腕骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの

(イ)榛骨及び尺骨の両方に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの

なお、運動機能に著しい障害はないが、上腕骨、榛骨又は尺骨に偽関節を残す

もの(I~上肢に偽関節を残すもの」という。)は、併合判定参考表の 8 号とする。

イ 「長管状骨に著しい転位変形を残すもの」とは、次のいずれかに該当するものを

いう。

(7)上腕骨に変形を残すもの

(イ)榛骨又は尺骨に変形を残すもの

ただし、変形とは外部から観察できる程度 (15度以上わん曲して不正ゆ合し

たもの)以上のものをいい、長管状骨の骨折部が良方向に短縮なくゆ着している

場は、たとえその部位に肥厚が生じたとしても、長管状骨の変形としては取り扱

わない。

(4) 関節可動域の測定方法については、別紙「肢体の障害関係の測定方法」による。

(5) 関節可動域の評価については、各関節の最も主要な運動を重視し、他の運動について

は参考とする。

(6) 関節可動域の評価は、原則として、健側の関節可動域と比較して患側の障害の程度を

評価する。

ただし、両側に障害を有する場合にあっては、別紙「肢体の障害関係の測定方法j に

よる参考可動域を参考とする。

(7) 関節可動域の評価に当たっては、単に関節可動域のみではなく、次の諸点を考慮した

上で評価する。

ア.筋力 イ巧徴性 ワ.速度 エ耐久性
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(8) 切断又は離断による障害の程度を認定する時期は、原則として切断又は離断をした日

(障害手当金を支給すべきときは、創面が治ゆした日)とする。

(9) ー上肢の3大関節のうち、 1関節が不良肢位強直の場合にあっては、本節「第4肢体

の機能の障害j に準じ、「ー上肢の機能に相当程度の障害を残すものJ(3級)に該当す

るものとして認定する。

(10) 人工骨頭又は人工関節をそう入置換したものについては、原則とレて次により取り扱

つ。
ア ー上肢の3大関節のうち、 1関節又は2関節に人工骨頭又は人工関節をそう入置換

したもの又は両上肢の3大関節のうち、 1関節にそれぞれ人工骨頭又は人工関節をそ

う入置換したものは3級と認定するが、そう入置摸してもなお「ー上肢の用を全く廃

したものJ程度以上に該当するときは、さらに上位等級に認定する。

イ 障害の程度を認定する時期は、人工骨頭又は人工関節をそう入置換した日(初診日

から起算して1年6月以内の日に限る。)とする。
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第2 下肢の障害

1 認定基準

下肢の障害については、次のとおりである。

~ 、 別 表 障害の程度 障 害 の 状 態

両下肢の機能に著しい障害を有するもの(以下『両

1 級
下肢の用を全く廃したものj という。)

両下肢を足関節以上で欠くもの

国年令別表 両下肢のすべての指を欠くもの(以下「両下肢の 10

祉を中足祉節関節以上で欠くもの」という。)

一下肢の機能に著しい障害を有するもの(以下「ー

2 級 下肢の用を全く廃したもの」という。)

一下肢を足関節以上で欠くもの

一下肢の3大関節のうち、 2関節の用を廃したもの

長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を

J.lIJ表第1 3 級
残すもの

厚
一下肢をリスフラン関節以上で失ったもの

両下肢の 10 It止の用を廃したもの

一下肢の3大関節のうち、 1関節に著しい機能障害

を残すもの
年

一下肢を3センチメートル以上短縮したもの

長管状骨に著しい転位変形を残すもの
別表第2 障害手当金

Aτ3 、
一下肢の第lJi!J1:又は他の4JlJl:以上を失ったもの(以

下「ー下肢の第u上又は他の4It止を中足祉節関節以
上で欠くものJという。)

一下肢の5耽の用を廃したもの
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2 認定要領

下肢の障害は、機能障害、欠損障害、変形障害及び短縮障害に区分する。

(1) 機能障害

ア 「ー下肢の機能に著しい障害を有するもの」すなわち「ー下肢の用を全く廃した

ものJとは、一下肢の3大関節中いずれか2関節以上の関節が全く用を廃したもの、

すなわち、次のいずれかに該当する程度のものをいう。

(7)不良肢位で強直しているもの

(イ)関節の最大他動可動域が、健側の他動可動域の 2分の1以下に制限され、かつ、

筋力が半減以下のもの

(ウ)筋力が著減又は消失しているもの

ただし、膝関節のみが 100度屈位の強直である場合のように単に1関節の用

を全く廃するにすぎない場合で、あっても、その下肢を歩行時に使用することができ

ない場合及びー側下肢長が他側下肢長の4分のl以上短縮している場合には、 c-
下肢の用を全く廃Lたもの」と認定する。

イ 両下肢の用を全く廃した場合には、杖、松葉杖、下肢装具等の補助具を使用しな

い状態で、日常生活動作において次のような動作を行うことが全くできないもので

ある。

(7)立ち上がる

(イ)歩く

(ウ)片足で立つ

(エ)階段を登る

(オ)階段を降りる

ウ 「関節の用を廃したもの」とは、関節の自動可動域が健側の自動可能域の2分の

1以下に制限されたもの又はこれと同程度の障害を残すもの(例えば、常時固定装

具を必要とする程度の動揺関節)をいう。

エ 「関節に著しい機能障害を残すもの」とは、関節の自動可動域が健側の自動可動

域の3分の2以下に制限されたもの又はこれと同程度の障害を残すものをいう。

オ 「関節に機能障害を残すものj とは、関節の自動可動域が健側の自動可動域の5

分の4以下に制限されたもの又はこれと同程度の障害を残すもの(例えば、ウ以外

の動揺関節、習慣性脱臼)をいう。

カ 「足祉の用を廃したものJとは、次のいずれかに該当するものをいう。

(7)第H止は、末節骨の2分のl以上、その他の4祉は遠位祉節間関節 (DI p) 

以上で欠くもの

(イ)中足陛節関節 (MP)又は近位Jlll:節間関節 (pI P) (第H止にあっては、Jlll:

節間関節(IP))に著しい運動障害(自動可動域が健側の自動可動域の2分の

l以下に制限されたもの)を残すもの

(2) 欠損障害

ア 「ー下肢を足関節以上で欠くものjとは、ショパール関節以上で欠くものをいうロ
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イ rR止を欠くもの」とは、中足祉節関節 (MP)から欠くものをいう。

(3) 変形障害

ア 「長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの」とは、次のいず

れかに該当するものをいう。(偽関節は、骨幹部又は骨幹端部に限石。)

(7)大腿骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの

(イ)腔骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの

なお、運動機能に著しい障害はないが、大腿骨又は腔骨に偽関節を残すもの

(rー下肢に偽関節を残すもの」という。)は、併合判定参考表の8号とする。

イ 「長管状骨に著しい転位変形を残すものj とは、次のいずれかに該当するものを

し、う。

(7)大腿骨に変形を残すもの

(イ)腔骨に変形を残すもの(排骨のみに変形を残すものについても、その程度が著

しい場合はこれに該当する)

ただし、変形とは外部から観察できる程度 (15度以上わん曲して不正ゆ合し

たもの)以上のものをいい、長管状骨の骨折部が良方向に短縮なくゆ着している

場合i士、たとえその部位に肥厚が生じたとしても、長管状骨の変形としては取り

扱わない。

(4) 短縮障害 j

下肢長の測定は、上前腸骨株と腔骨内果尖端を結ぶ直線距離の計測による。

(5) 関節可動域の測定方法については、別紙「肢体の障害関係の測定方法」による。

(6) 関節可動域の評価については、各関節の最も主要な運動を重視し、他の運動について

参考とする。

(7) 関節可動域の評価は、原則として、健側の関節可動域と比較して患側の障害の程度を

評価する。

ただし、両側に障害を有する場合にば、別紙「肢体の障害関係の測定方法」による参

考可動域を参考とする。

(8) 関節可動域の評価に当たっては、単に関節可動域のみでなく、次の諸点を考慮した上で評

価する。

ア.筋力 イ.巧敏性 ウ速度 エ.耐久性

(9) 切断又は離断による障害の程度を認定する時期は、原則として、切断又は離断をした日

(障害手当金を支給すべきときは、創面が治ゆした日)とする。

(10) 一下肢の3大関節のうち、 1関節が不良肢位強直の場合及びー下肢が健仰lに比して10

センチメートル以上又は健側の長さの 10分の1以上短縮した場合は、本節「第4肢体の

機能の障害Jの fー下肢の機能に相当程度の障害を残すものJ(3級)に該当するするも

のとして認定する。

(ll) 人工骨頭又は人工関節をそう入置換したものについては、原則として次により取り扱う。

ア ー下肢の3大関節のうち、 1関節又は2関節に人工骨頭又は人工関節をそう入置換し

たもの又は両下肢の3大関節のうち、 l関節にそれぞれ人工骨頭又は人工関節
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をそう入置換したものは3級と認定するが、そう入置換しでもなお「ー下肢の用を全く

廃したもの」程度以上に該当するときは、さらに上位等級に認定する。

イ 障害の程度を認定する時期は、人工骨頭又は人工関節をそう入置換した日(初診日

から 1年 6月以内の日に限る。)とする。
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第3 体幹・脊柱の機能の障害

1 認定基準

体幹・脊柱の機能の障害については、次のとおりである。

令 5.l1J 表 障害の程度 障 害 の 状 態

体幹の機能に座っていることができない程度又は立

ち上がることができない程度の障害を有するもの

1 級
身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

って、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる

程度のもの

体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有す

国年令別表
るもの

2 級 身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

る病状が前各号と間程度以上と認められる状態であ

って、日常生活が著しい制限を受、けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要とする程度の

もの

別表第1 3 級 脊柱の機能に著しい障害を残すもの
厚

年

Aτ3 、 別表第2 障害手当金 脊柱の機能に障害を残すもの

2 認定要領

(1) 体幹の機能の障害

体幹の機能障害は、高度体幹麻療を後遺した脊髄性小児麻療、脳性麻療等によって

生じるものである。

ア 「体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するものJとは、腰掛、

王座、あぐら、横すわりのいずれもができないものをいい、「体幹の機能に立ち

上ることができない程度の障害を有するものJとは、臥位又は坐位から自力のみで

立ち上れず、他人、柱、杖、その他の器物の介護又は補助によりはじめて立ち上る

ことができる程度の障害をいう。
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イ 「体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの」とは、室内におい

ては、杖、松葉杖、その他の補助用具を必要とせず、起立移動が可能であるが、野

外ではこれらの補助用具の助けをかりる必要がある程度の障害をいう。

(2) 脊柱の機能の障害

ア 脊柱の機能障害は、脊柱の脱臼骨折又は強直性脊椎炎等によって生じるもので、荷

重機能障害と運動機能障害がある。

イ 荷重機能障害は、脊柱の支持機能の障害で、日常生活及び労働に及ぼす影響が大き

いので重視する必要がある。

ワ 運動機能障害は、基本的には、前屈・後屈運動のみの測定で可とするが、脊柱全体

の運動機能をみる必要がある場合は回旋・傾Ij屈を測定し認定する。

しかし、傷病の部位がゆ合してその部位のみについてみると運動不能であっても、

他の部位が代償して脊柱に運動障害は軽度あるいはほとんど認められない場合が多

いので、脊柱全体の運動機能、すなわち次のような日常生活動作の障害を考慮し認定

する。

(ア)ズボンの着脱(どのような姿勢でもよい)

(イ)靴下を履く (どのような姿勢でもよい)

(ウ)座る(正座、横すわり、あぐら、脚なげ出し)

(エ)立ち上がる

(オ)深くおじぎ(最敬礼)をする

エ 脊柱の障害により、身辺の処理等がかろうじて可能な程度のものは、 2級と認定

する。

オ 「脊柱の機能に著しい障害を残すものJとは、脊柱又は背部・軟部組織の明らか

な器質的変化のため、脊往の自動可動域が参考可動域の2分の1以下に制限された

ものをいう。

カ 「脊柱の機能に障害を残すものJとは、次のいずれかに該当するものをいう。

(7)脊柱又は背部・軟部組織の明らかな器質的変化のため、脊柱の自動可動域が参

考可動域の4分の3以下に制限されている程度ぬもの

(イ)頭蓋・上位頚椎聞の著しい異常可動性が生じたもの

キ 脊柱可動域の測定方法については、別紙「肢体の障害関係の測定方法」による。

ク 神経機能障害との関係

認定に当たっては、単に脊柱の運動障害のみでなく、随伴する神経系統の障害を

含め、総合的に認定する。
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第4 肢体の機能の障害

1 認定基準

肢体の機能の障害については、次のとおりである。

fJ j31J 表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

1 級
る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

って、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる

程度のもの

国年令別表
身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

1・ る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

2 級 って、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常

-生活に著しい制限を加えることを必要とする程度の
もの

身体の機能に、労働が著しい制限を受けるか、又は

厚
別表第1 3 級 労働に著しい制限を加えることを必要とする程度の

年 障害を残すもの

~ 、 身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に

別表第2 障害手当金 制限を加えることを必要とする程度の障害を残すも

の

2 認定要領

(1) 肢体の機能の障害は、原則として、本節「第1 上肢の障害J、「第2 下肢の障害」

及び「第3 体幹・脊柱の機能の障害Jに示した認定要領に基づいて認定を行うが、脳

卒中等の脳の器質障害、脊髄損傷等の脊髄の器質障害、多発性関節リクマチ、進行性筋

ジストロフィ一等の多発性障害の場合には、関節個々の機能による認定によらず、関節

可動域、筋力、日常生活動作等の身体機能を総合的に認定する。

-26 -



(2) 肢体の機能の障害の程度は、運動可動域のみでなく、筋力、運動の巧敏性、速度、

耐久性及び日常生活動作の状態から総合的に認定を行うが、各等級等に相当すると認

められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 のー 状 態

1 一上肢及びー下肢の用を全く廃したもの
級1 
2 四肢の機能に相当程度の障害を残すもの

1 両上肢の機能に相当程度の障害を残すもの

級
2 両下肢の機能に相当程度の障害を残すもの

2 
3 一上肢及びー下肢の機能に相当程度の障害を残すもの

4 四肢の機能に障害を残すもの

1 一上肢の機能に相当程度の障害を残すもの

2 一下肢の機能に相当程度の障害を残すもの

3 級 3 両上肢に機能障害を残すもの

4 両下肢に機能障害を残すもの

5 一上肢及びー下肢に機能障害を残すもの

障害手当金
1 一上肢に機能障害を残すもの

2 一下肢に機能障害を残すもの

(3) 日常生活動作と身体機能との関連は、厳密に区別することができないが、おおむね

次のとおりである。

ア 手指の機能

(7)つまむ(新聞紙が引き抜けない程度)

(イ)握る(丸めた週刊誌が引き抜けない程度)

(ウ)タオノレを絞る(水をきれる程度)

(エ)ひもを結ぶ

イ 上肢の機能

(7)さじで食事をする

(イ)顔を洗う(顔に手のひらをつける)

(ウ)用便の処置をする(ズボンの前のところに手をやる)

(工)用便の処置をする(尻のところに手をやる)

(オ)上衣の着脱(かぶりシャツを着て脱ぐ)

(カ)上衣の着脱(ワイシャツを着てボ、タンをとめる)
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ワ 下肢の機能

(7)立ち上がる

(イ)歩く

(ウ)片足で立つ

(エ)階段を登る

(オ)階段を降りる

(4) 身体機能の障害の程度と日常生活動作の障害との関係を参考として示すと、次のとお

りである。

ア 「用を全く廃したもの」とは、日常生活動作のすべてが「一人で全くできない場

合」又はこれに近い状態をいう。

イ 「機能に相当程度の障害を残すもの」とは、日常生活動作の多くが「一人で全く

できない場合J又は日常生活動作のほとんどが「一人でできるが非常に不自由な場

合」をいう。

ウ 「機能障害を残すものJとは、日常生活動作の一部が「一人で全くできない場合j

又はほとんどが「一人でできてもやや不自由な場合」をいう。

(5) (3)で示した手指の機能と上肢の機能とは、切り離して評価することなく、手指の機

能は、上肢の機能の)部として取り扱う。
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(別紙)肢体の障害関係の測定方法

l まえがき

障害認定に当たって、その正確を期するためには、正確な身4判犬況のJ巴J濯

が基礎となるものである。しかしながら、認定要素が複雑であることや、検

査者、被検者の心的変動があることなどで、.それは困難なことといえる。こ

のため、検筆者の主観及び被検者の心的状態の影響を受けることが比較的少

ない肢体の障害関係の諸測定等(関節可動域表示並びに測定、筋力の測定、

四肢囲の測定及ぴ四肢長の測定)の方法を以下に示し、診断書の作成及(f判

定の便宜を図るものである。

2 関節可動域表示並びに測定

(1) この環は、関節可動域の表示並びに測定について一定の方法を示すこと

により、障害基礎年金・障害厚生年金及ぴ障害手当金の肢体の障害関係の

障害認定業務を的確かっ簡素化するためのものである。

(2) 障害認定における関節可動域表示並ぴに測定法は、日本整形外科学会及

ぴ日本リハビリテーション医学会において示された別添「関節可動域表示

ならぴに測定法」によることとする。

3 筋力の測定

(1) 測定は、徒手による筋力検査を行うことによって行う。

(2) 障害認定において必要とする筋力の段階は、「正常Jrやや滅Jr半減Jr著
減Jr消失」の5段階として、次の方法により区別する。
正常……検者の手で加える十分な抵抗を排して自動可能な場合

やや減……検者の手をおいた程度の抵抗を排して自動可能な場合

半 減…・・検者の加える抵抗には抗し得ないが、自分の体部分の重さ

に抗して自動可能な場合
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著 減……自分の体部分の重さに抗し得ないが、それを排するような

体位では自動可能な場合

消 失……いかなる体位でも関節の自動が不能な場合

4 四肢図の測定

障害認定において必要とする四肢囲は、上腕、前腕、大腿及ひ下腿周径であ

り、上肢については図l、下肢については図2である。

図l 上肢計測部位 図2 下肢計測部位

大腿周径

(膝蓋上縁上lOc田〉

下腿部
(最大周径〉
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5 四j校長の測定

障害認定において使用する上l波長は、肩111唯先端により縫骨芸状突J包尖端まで

の長さ(図3) を測定し、下肢長は、上前))号骨純尖端より351骨内采尖端までの

長さ(図 4)を測定する。

図3 上肢長 図4 下肢長

下波長

骨内果尖端
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ーはじめにー

平成7年2月B日

社団法人 日本整形外科学会

連事長山内裕雄
身体障害愛員会

受員長伊地知正光

関節可動域表示ならびに測定法(平成7年2月改訂)

これまで使用されてきた関節可動域表示ならびに測定法は，昭和49年に日本整形外科学

会と日本リハビリテーション医学会との協議により，それ以前のものを改訂したものであ

る.

実際の速用に際しまた新たに.いくつかの間題点の指i商があり，それを受げて，白木
登形外科学会では身体障害受員会，日本リハビリテーション医学会では評価基準受員会で

検討してきた.

平成3王手1月には両望書員会の合同愛員会が開催され，改訂の必要性の合意のもとに， .改

訂案を作ることになった.以後，それぞれの委員会および合同愛貝会で，改訂の基本方針

の決定.改訂すべき'内容と純困の検討などを行った.平成6年6月には，参考図のイラス

トの検討を含めて，合同苦言員会として最終案をまとめた.

この合同望号員会最終案は，平成6年9月に，日本猿形外科学会雑誌第68巻第9号と日本

リハピリテーション医学会誌(リハピリテーション医学)第31巻第10号とに同時公表され，

その後3カ月の聞に，商学会会員に疑問点、や修正案などの意見を求めた.そして，会員の

窓晃をもとに身体障害祭員会，評価基準妥員会でそれぞれ検討し，平成7年1月の合同委

員会で訂正やー修正すべき諸点について基本的に合窓に遣した.

今回の改訂の骨子は，関節可動域の測定を原則的に他動可動域にしたこと，刺!心を削除

したこと，股関節と胸厩縫昔日に特に検討を加えたことである.主常可動域を参考可動減と

改め，一部に角度の訂正も行った.基本自11，移動車h，測定肢位では，平易で誤解のない記

述に改め，参考図のイラストにも手を加え，わかりやすいものに改めた.

平成 7~2 月には，日本盤形外科学会および日本リハビリテージョン医学会のそれぞれ

の理事会の示認を得て，河学会公認の関節可動駿表示ならびに測定法と最終的に決定され

た.

この改訂された関節可勤続表示ならびに測定法が，今後，臨*的に，かつ各種診断書や

証明書等の公文書記載に広く活用されるととが望まれる.
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関節可動域表示ならびに測定法

1 .関節可動域表示ならびにjslJ定法の原則

1.関節可動域表示ならびに測定法の目的

日本!ßl:J~外科学会と日本リハビリテーション医

学会が制定する関節可動模表示ならびに測定法は.

整形外科医，リハピリテーション医ばかりでなく，

医療，福祉，行政その他の関連槻湿の人々をも含

ゐて，関節可動域を共lillの基盤.で理解するための

ものである.従って，実用的で分かりやすいこと

が謹斐であり，高い精度が要求される計測.符t1<

な臨床評価，詳細な研究のためにはそれぞれの目

的に応じた測定方法を検討する必要がある.

2.基本段位

Neutral Zero Methodを採用しているので，

N eutral Zero Starting Positionが謹淳肢位であ

り.概ね解剖学的肢位と一致する.ただし，肩関

節水平鳳出l・{IJI皮については肩関節外転90・の肢

位，肩関節外旋・内旋については肩関節外転0・で

肘関節90・屈曲位.前腕の囲外・回内については手

掌面が矢状面にある肢位，股関節外旋・内旋につ

いては股関節加IUI90・で鱗関節屈曲 90'の肢位を

それぞれ基本政位とする.

3，関節の運動

1)関節の運動は直交する3平爵，すなわち前

額面，矢状面.水平面を基本商とする運動である.

ただし，肩関節の外旋・内旋，前腕の周外・田内，

股関節の外B垣島内Ja.頭部と絢腰部の回綻l主，基
本段位の輸を中心とした回旋運動であるJまた，

足部の内がえし・外がえし，母指の対立は筏合し

た運動である.

2)関節可動峻測定とその表示で使用する関節

運動とその名称を以下に示す.なお，下記の道本

的名称以外によ〈用いられている用語があれば

( )内に併記する.

(l)屈曲と{申展

多〈は矢状菌の運動で，基本肢位にある隣接

する 2つの部位が近づく動きが屈曲，遠ざかる

動きが仲良である.ただし，肩関節.!Il車部・体

幹に関しては，前方への1MきがftilJIIJ.後方への
動きが(iJI展である. また.手!主!節，手lk1， 足()!l
節足J旨にl刻しては，手掌または足底へのmlJき

が加Ilh.手背または足背への即Jきが(11'展である.
(2)外転と内転

多く 1:J:前額面の迎!1iIJで.体幹や手指の剥lから

I遂ざかる励きが外転，近づ〈動きが内松である.

(3);'トIsiと内Jsi

肩関節および股関節に関しては，上腕輪また

は大腿軌を中心として外方へ回線する動きが外

旋，内iiへ回旋する動きが内旋である.
(4)囲外と囲内

前線に関してはa前腕執を中心にして外方に

回旋する動き{手掌がよを向ミ動き)が回外，

内方に回旋する動き(手掌が下を向く動き)が

囲内である.

(5)水平鹿I出と水平('1'展
水平而の述lI!IJで.肩閲節を9ω0

への勤きが水平周曲，後方への観Iきが水平I'l'反

である.

(創挙上と引き下げ(下:Jitl)

肩甲~!fの前額面の運動で，上方への勤きが挙
上，下方への勧告が引き下げ(下創)である.

(7)右側周・左側屈

頭部，体幹の前額面の運動で，右方向への動

きが右目IJ.周，友方向への助きが友側屈である.

(8)右回旋と左回旋

頭部と胸腹部に関しては右方に回綻する助き

が右四IA.左方に回旋する勤きが左回旋である.

(9)縫屈と尺周

手関節の手掌商の選勤で，機仰jへの助きが援

周，尺fillJへの動きが尺屈である.

(J時rol旨の犠側外転と尺側内転
母mの手掌面の運動で，母指の基本車hから遠
ぎかる勤き{縫Dltlへの動的が猿側外転，母1;$

の釜本紬Iζ近づ〈動き(尺s1IJへの動き)が尺仰j

内転である.

(1)>掌側外転と掌側内転

母j旨の手掌面に垂直な平面の迎動で，母指の

謀本車IJから返ざかる卸Jき(手議方向への助き)

3
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i.J11，";側外車五.基本車hに近つ.く肋き(背011/方向へ

の助き)が紫側内転である.

(12)対立

: 1苦mの対立l;，t，外転，同1111.回l定の3:ll!iftが
複合した辺助であり J {!U旨で小指の允端または
器部を触hる助きである.

ωI)rl'l~の梶田1/外穏と尺側外扱

'I'mの乎君主而の述iJVJで. rj 'J旨の謎木取hからIJ¥¥
mリへj~ ざかる動.きが銭。|け同lL:t 尺仰lへ遼ざかる

劫きが尺田11外転である.

(1.0外がえしと内がえし

足部の逮動で，足底が外方を向〈勅き(足剖l

の回内.外転，背屈の複合した運動)が外がえ

し，足底が内方を向く動き(足郊の回外，内車正.

底屈の~合した巡動)が内がえしである.

足部長紬を中心とする回旋運動は回外，囲内

と呼ぶべきであるが，実際は，単独の回旋運動

は生じ得ないので複合した運動として外がえ

し.内がえしとした.また，外反，内反とUう.

用語も用いるが，これらは足部の変形を意味し

ており，関節可動犠測定時に関節運動の名称と

しては使用しない.

ι.関節可動域の測定方法
1 )関節可!IiIJ域は，他動運動でも自動運動でも

測定できるが，原則として他動運動による測定値

を表記する.自動運動むよる測定f涯をmいる場合
は.その旨明記する (5の2)の(1)参照J.
2)角度計は十分な長さの柄がついているもの

を.使用し， jili常は5・刻みで測定する.

3}基本軌.移動執は，四肢や体幹において外

見よ分かりやすい部位を選んで設定されており，

，速勤学上のものとは必ずしも一致しない.また，

手指および足指では角度計のあてやすさを考慮し

て.'原則として背側に角度計をあてる.

4 )基本車I1と移動車11の交点を角度計の中心に合

わせる.また，関節の述耳)Jに応じて，角度計のljJ

心を移動させてもよい.必要に応じて移動紬を平

行移動させてもよい.

5)ー多関節筋が関与する場合，原則としてその

影響を除いた政位で測定する， s'l1えば，疎開館加
仙の測定では，膝関節を屈曲しハムストリングを

ゆるめたj肢伎で行う.

G}肢位1;):r測定肢位および注意点Jの記般に
従うがI ~G般のないものは肢位を限定しない.変

形.拘符iなどで所定の止を位がとれない場合札制

定lぼ伎が分かるように明記すれば呉ぎるj波位を問
いても良い (5の2)の(2J参照)，

7)筋や鍵の短縮を評価する目的で多関節筋を

緊張させた肢位で関節可励域を測定する場合は，

測定方法が分かるように明記すれば多関節筋を緊

張させた肢位をmいても良い(5の2)の(3)参照J，

5，測定値の表示

1 )関節百u!!i山域の測定値は，基本政位を0・とし

て表示する.例えば，股関節の可助成が周曲位20・

から 70・であるならば，この茨現は以下の2辺り

となる

(1).股関節の関節可動域は組曲20・から 70'(また

は屈曲 20''''70')

(2)股関節の関節可動域は屈曲は70・. f'中展は

-20' 

2)関節可動域の測定に隠し，主主伊jによって異

なる測定法を用いる場合や.その他関節可動域Jt::

影響を与え石特記すべき事項がある場合は.測定

値とともにその旨併記する.

(i)自助運動を用いて測定する場合は，その測定

値を( )で屈んで表示するか.r自動Jまた
は racliveJなどb明記する.

(2)異なる肢伎を用いて測定する場合は.r背臥
位H座位jなどと具体的に肢位を明記する.
(3)多関節筋を緊張させた肢位を用いて測定する

場合は，その測定値を< )で掴んでま提示す

るが.rH書{IJ'"庚位jなどと具体的に明記する.
(4)1!痛などが測定値に影響を与える場合1;1:.r痛
みJr painJなどと明記する.

6，参考可動1事
関節可動域は年齢，包..肢位，個体による変動

が大きいので，正常i直li定めず参考可動域として
記叙した.関節可動域の呉常を判定する場合は，

健研，11上下肢の関節可動域.参考可動原. (1m関節
可動場の参考{直一覧表，年紛，佳a測定政位.測

定方法などを十分考慮して判定する必要がある.
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Il;上肢測定

副!(立名 迎動方向
参考可動

話本馳 拶劾紬 測定政IUlJょlilH1:，'，!'¥ 室長考図
域角度

周l出
両側の.胃締 邸前と詞持

f1exion 
2日 を結..1:線. を信ぷi阜

cq5 
{中原

20 
」

肩甲帯 e:<tensIon 神1<.

shoulder 
南側の買締 肩締と胸骨 背国から測定する目

girdle: 
挙上 を結..1:線 上誌を結..1:

eIevaLlon 
20 1IA 

引き下11.
{下創} 10 
d即時国lon

屈曲{前方掌上}
肩絡を遡る 上腕骨 前焼11中IUJ位とする.
尿への垂直 体停が動かないように路定

fonvard 180 線(立位ま -rる.
llex.ion たは繕位〉 脊住カ~ij後凪しないように

注意ゴ，o，

仲良{後方挙上} Ì)z~ backward 50 
ex.tension 

。-
肩俸を遜る よ腕骨 体幹にの90師・以l鳳上がに組なこっらたないよ

メミ
手、

外転{側方唱さ上} 床への謹直 う ら百官

abduction 
180 .!:l(立位ま 腕骨回外ずることを断則と n-'E 
たは座位) ずる. . 

。(Vl.その他の検査;圭]
l~IE 罵 内転 。 若島I肩

shoulder adduction 
{肩甲帯

の動きを JHを遡る前 尺骨 よ節煎を前をf方事幹自0に・に接lして.H関含む) 外淀

寸三exle口，.1 60 額商への畢
}[¥11lrしたlli

rotalion 直線 位で行う.

前腿l土中l珂{立とする.

内旋
o [VI，その他の検査法]internaI 80 

rotation 参JKI 0・

水平屈曲 肩埠を通る 上腕骨 肩関節を90・外転泣とする.

horizontal 矢状面への

lIexion 135 垂直線 州事与¥
(~ 9l'izc..laJ 
{子dductionl :: '~ 
水平仲良

horizontal 
e)C.tensIon 30 
-"hefi..'ntel 
匂bductionl

上腕・骨 機骨 前腕は図外位とする.

屈曲 145 
Ile"lon 

肘

elbow 

仲良 5 
extension 

5
 
3
 



参考可~'I
出I!.す名 混ifJi1j(.;J

1'"-1'11.亙
恭木町h ft，wl納 削克服位!;よUU;.芭点 参考図

回内
」ニ加1・1'1' 乎mをl'I'Jii 周のI羽艇が入らないように

陥prロl1eltion ~O した乎ホ而 s'Jを90・に屈曲する.
前腕・

forearm 
囲外 J 

90 
supinaLion 回外

周i1h(京周} 挺骨 都2'1'手骨 前腕は中間位とナる.

1I."ion ~O (paJmar. 
l1exion) O' 

仲良{背周} sSI .、、ー

extension 70 ¥#ー

乎
(dorsifJexion) 

wrist 
民団

市I腕町中央 都3中手骨 前腕を回内位で11'う. v 

radi.1 .25 
線 吋目、deviation 

尺屈 L ulnar 55 
devralion 

」ーーー II

111.手指測定

lmttr.t， F置助方向 著j書草考角可度動 器本納 移動輪 測定肢依および注意点 参考図

挺側外伝 示m 母指 漉動}主手積荷kする.

同室i;r3di.J 60 {擁骨の 以下の手指の運動1:1:.原則
abduclion 延長上] として手指の背仰に角度!I

尺側内伝
をあてる，

utnar 。
adduclion 

， 

京側外転 運動J;f手本酒にm:角な面と

本町民ミpalmar 90 ナる.

abducliol1 
百I~ 本側l内経

』)、、
lhumb palmilr 。
adduclion 本側内"
四f1e曲xi{MCF} 

第1'1'乎骨 第1基節骨
ミ竺ミxion 60 

告とエ仲良 (MCP) 10 exlension 

周曲 ([P)
第 Ii益郎骨 J!lll転開骨

日exion 80 

仲良(IP)
10 exlension ~ . 
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迅i勤万戸l
室主考可動

基本仙 移動制l 測定/I:l'1立UよびtE1t点 参考図剖11'立名 ほ[111Jr.

搭2 5中 認2 5器 口 (YI，その他的検査法l 的瓜
周曲作ICI') 90 手持 D1i背 害賠
Clexion 0' ， 

./~ 

I'{'浪 (MCP) 45 且'"extensiOn 

加l出(PIP) 第 2 5基 第2 5中

f師0. 'J\~ノ穴(ーノd1，夕，、F 且，-歯、、Clexion 
100 郎骨 節甘

仲良 (PIP) 。

指
extensl0n 

Cingers 
屈曲 (OIP)

第 2 5中 第2 5米

必C1exion 
目。 郎骨 節骨

D1P 1:1 lU由過仲良をと B
仲良 (011') 。 うる.
extension 

;g 3 '1'手骨 第2. 4. 中J盲目巡JI11Jl:t様。1')外語目尺 。
宇歩Hc

外転 延長線 5指紬 側外伝とする.
abductfan. 

。[Yl，その他の様茸法]

参矧
内経
adduction 

N.下肢jM定

部位私 選動方向 参域考角可度動 革本副 移動紬 測定肢位および注意点 安考図

体幹と平行 大腿骨 脅盤と脊娃を・i・分!こ固定す

屈曲 な線 {大転子と る.

よさ2:=4町fIexion 
125 大腿骨外新 組l出は背民主位.sli屈曲位で

の中心壱結 行う.
ぷ線} 仲良はJIJ(臥位.R~W廃位で

仲良

行五. 悼AI・

15 弓芸員翁町
extension ξ天

両側のよ前 火腿'1'*1事 背臥位で ~l盤をl誼定ずる. t 
股 外伝

隣国骨輔を結 (よ前総背ー 下肢は舛旋しないようにす

パ;;((
hip abduction 

45 ~õA車への延 務より路軍・ a 
直i車 骨中，むをお 内抵の場合11.反対側の下

Jo綿) 肢を，]1111挙上してその下を
迦して内転寄せる.

内認 20 
"-. 

adduction 
0・

勝茸骨より 下腿中央線 背臥位で.股関節と縫関節 ム外旋 下ろした韮 {牒主主骨中 を90・組曲l'立にして行う.
exlernal 45 直線 心よP足関 骨盤の代慣を少なくする.

41 rotation 郎内外来中 ?、
央を結J:

l川 n再
内腿

綿)

internal 45 。:
rotation 
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rm(l~ f， 沼iIl1JJn!;1 持考古ili1t11
燕木村l 11lVJ附 制定政位およびULGtl.t 参考岡

"tf'Jl9: 

大田1・11 国r11 (1lI~骨 fflllllU:!股1月間を周IUI{立で11
Iillllll l30 踊と外Jl!告 フ.
flexion 結ぶ締)

t主
knee 
{中民 。
cxlension 

周Ilb(忠岡} 腕骨へのlJ! 第 51('足骨 膝関節を周1出位で行う.

日exion 45 
ili綿ー

ミミみ品I{IpMlanmta) r 
足
ankle 仲良{背屈}
exlension 20 
(dorsir1exion) 

下腿何Iへの 足底而 膝閑加を周I出位で11'う.

外出えし
塁I宜線

20 
everslon 

内がえし 30 
・タ下・予が〆¥〆えし 1ζt1t向が¥，止L〆し'ノ0・

IOverSlon 

足部
fool 第1.)s2 同左 足底で足の外縁または内縁 I 

外転
10 zのl'足中骨央線の間

で行うこともあるJ

abduction 

I弓転 20 
adduclion 

屈曲 (MTP)
第1'1'足骨 ml高節骨 間へ/

f1exion 
35 

{申展 (MTP) 65: 母指(JJl:) e.xtellsIon 
60 

gre3t 
loe 屈曲(lP) 第1謹節骨 第1宋節骨 伸展 ./" 

Clexion 
60 F ‘ 仲良(IP) 。 、、) 

exlensIon 

組曲 (MTP)
第2 5 '1' 第z5基 縛:ラピf1exion 

35 足骨 節骨

f申展 (MTP)
40 

exlension 

屈曲 (PIP)
3S 
節2-:5器 都2 5巾

〉て士足i首 ilexion 
節骨 1Jl骨

locs 仲良 (PIP)

。，骨
extenslon 
。

居飽

屈曲 (DlP)
50 
第2-5中 第2-5末

。官てlIexion 節骨 節骨

仲良(DlP) 。
一一己主lension
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V 停車宇;j!IJ定

自11立名 迎卸Imln]
善幸考可動

甚;j<柚 E品動輪 測定日王位主J.l:び注!芭点 害弔図
域角度

肩局者巡る 外耳孔と町l ifi部I.~件。')ß111iJ国で行う.

刷l幽{前届) 応への垂直 頂を結..I:.t:i! 以J1iJとしτ回か1:1嵯他とす

flexion 
60 線 る.

仲良{俵周} 50 
extenslon 

耳目都 60 .南側の清輝 鼻梁と径百耳 肢かげ盛位で行う.
cervical 

旋左回
を信..1:綿へ 結節を結ぷ 。

spines の選W;.線 線

回Mi
Z国.主J将 ~Ci!I"， rotation 60 

箆富
V.-/ 

50 第nとR推第椋1 頭頂と掠~7 体幹の背面で行う. 。-

屈左01'1 
突制l起t龍の蘇突

類推事事自宅起 E亜:1/-1:1庄位とする
を結ぶ線 '. .z 、山

側周
起を緩.l:.t車

定使館 ;S ~I居

Jateral 
bending 50 

届右田I

. 

仙骨主主箇 第l府指疎 体件側面1より行う.

周曲 (目白血]
:!l;!起と第5 立也.!轟かり盛位またはsM

f1exion 
45 原推鋭突起 臥位で行う.

を結.1:1且 股関節の辿勤が入~~いよ
うに行う.

i争展 1'1量庖3 30 
ロ[Yl.モの他の検査法]

extension 
望書照

40 筒側の後上 両側の質勝 盛位で?卦主主を国定して行う.

左綻回
協骨車曜を績 を結ぶ線 胡耕?胸腹部 ぷ線

thoracic 
and 回旋
lumbar rotation 40 
spines 右

旋回

50 ヤコピ 第11開催椋 体幹の背函で行う. 0・

左目
(Jacoby) 突起と第5 E耳かIH草位または立位で行

線の中た点ll!I1にZ 
E要』佐穂突起 う.

点曲IIffi
たて を結ぷ線

線
lateral 50 
bending 

右屈側
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Y1.そのi色の検査法

rnH(lち i!I!訓JII:'l 参考宵j耐!
岐川1宜 1."木村l f長!TVJ~IJ . 測定肢位および注li¥!点 安考o
sH.j田昌自il J~骨 前腕IltJI日目立とする.

外旋 官1而へのm 肩関節 l土 90・1~1F.し.かっ
exlcf11al 90 直線 肘関節l主知・周dkした肢位
rolation で11'う.

'ぜf¥i ァ品
o' 

内線

周
inlernal 70 

shouldt;'r rolation 

{洞甲骨 1F 上腕'骨 20・または 45'肩関節周l出位
のF白書を
合t1).

，床へのmlli
立で行位Tうr.fTう.線

内怪
75 

adduction 

母指先端と小指善郎{また
l主先精}との底緑化m)で
お官官あ

lhumb I opposi¥ion 
戸『可」

、、
『

買J3 tl'手骨 ||2..4.5|l中路加措と 2，" ， 5表泊示先燐
外伝 !延長線 酬 との属鹿 (cm)で す

abducLion る.

内経

指 I adduclion 

fingcrs 

| p福町出回a桑EmE}醐a1でr豆m察四蚕手h官続享醐蚕Fる蚕σ瓦包一副M1五a両まa; l 
周曲
lIexion 

最大周曲は.指先と床との

|聞の庖経 (cm)で表示す
る.

thoar I24c m描
lu;;:'bar I nexi 
spines 

'IIl.顎関節計測-

顎関節 間口{(Lで.1:顎のiJ: 'J''!!'!で.1:1，荷どF備の先端とのJI~の1EMI (cm)で表示守る.
lCl1lporo・
m.ndibular 
;oint 

左右1眉111.Oalcral clcvialion) 1.1.1:罰のiJ:'J'l曜を制として下踊列の助きの恕離を左右とも CI11で表示する.
参考値I~上下郷 I 切踊列対l句緑線聞の厄脱 5.0CI1l，左右隅位1;1;1.0 cmである.
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。甘)関節可動i或参考健一覧表

関節可~J域i士.入国.位別. l~針等による他人差 b大畠い.また. h主笠肢{宜専により盟~Itb!
J;るので，ここに参考仰の一覧撰を付したー

部位毛及び連動方向 i主i i主:2 aJ ;主4 ;主5

潤
屈曲 130 150 170 180 173 

仲良 80 ~O 30 60 72 
外転 180 150 170 180 18~ 

内転 45 3日 75 。
内旋 9日 ~O 60 80 

肩外転90' 10 81 

外淀 40 90 80 60 

肩外伝90' 90 103 

肘
思曲 150 150 135 150 146 

仲良
。 。 。 。 4 

前腕

国内 50 80 75 80 87 

B 外 90 80 85 80 93 

手
{中濃 90 印 65 70・ 80 

屈曲 70 70 80 86 

尺凪 30 30 40 30 

機廊 15 20 20 20 

母指
外転 t後世n 50 55 70 

周曲

CM 15 

MCP 50 60 50 50 

1P 90 80 75 80 

仲良

CM 20 

MCP 10 5 。、
11' 10 20 20 

ー指

周.曲

MCP 90 目。 90 

PIP 100 100 100 

DlP 90 70 70 90 

i申展
MC1' 45 ~5 

P1P 
。

DlP 。
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同{立名汲ぴE有効方向 l;i.1 i主Z i主3 i主a i主5

紙

加 1111 120 10日 110 、120 132 

仲良 20 30 30 30 15 

外伝 55 40 50 45 46 

内転 45 20 30 30 23 

内旋 45 38 

外旋 45 46 

E事
周曲 J.!5 120 135 135 154 

仲良 10 10 。
足

仲良{背周} 15 20 15 20 '26 

局曲{底周} 5日 40 50 50 57 

母1li(tl) 

屈曲

MTP 30 35 45 

lP 30 90 

{申.展

MTP 50 70 70 

IP 。 。
足，~lí
周曲

MTP 3Q. 40 

PIP 40 35 

D1P 50 60 . 
仲良
MTP 
. i'IP' 、

DIP 

底部

周曲 30 45 

{申反 30 4S 

側屈 40 45 

回総 30 60 

拘服部

周曲 90 80 

f宇瓜 30・ 20・30

側鼠 20 35 

回旋 30 ーー 45 

t上1".^ Syslem-o( Joint MC~5urCmenl$. William A.. Crark， Mayo Clinic. 1920. 
2. The C凹nmilleeon Mcclical Rating o( Physical Impairmenl， Journal or Amcrican 
Medical Association， 1958. 
3， Thc Commillee 01 lhe California Mediと.1Associalion 2nd lnduslrial Accident 
， Commission of lhe 5t.le of California. 1960. 
4. The Commilte. on Joint Molion， American Academy of Orlhopaedic Surgeons， 
1965. 

1 渡辺英夫・ l血，鍵廠日本人にお砂る四肢関節可lVJ岐について.年舗による変I~，目提
会誌 53: 275-291. 1979， 

なお， 5の渡辺らによ，る日本人の可動峨1:1:， 10歳以上初歳未前の平均値をとったものであ

る.
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第8節/精神の障害

精神の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

精神の障害については、次のとおりである。

<s 、 j.l1J 表 障害の程度 障 害 の 状 態

級
精神の障害であって、前各号と同程度以上と認めら

1 
れる程度のもの

国年令別表
精神の障害であって、前各号と同程度以上と認めら

2 級
れる程度のもの

精神に、労働が著しい制限を受けるか、又は労働に

厚 著しい制限を加えることを必要とする程度の障害を

別表第1 3 級 残すもの

年 精神に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

加えることを必要とする程度の障害を有するもの

メH弘、
別表第2 障害手当金

精神に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

加えることを必要とする程度の障害を残すもの

精神の障害の程度は、その原因、諸症状、治療及びその病状の経過、具体的な日常生

活状況等により、総合的に認定するものとし、日常生活の用を弁ずることを不能ならし

める程度のものを 1級に、日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限

を加えることを必要とする程度のものを2級に、労働が著しい制限を受けるか又は労働

に著しい制限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの、及び労働が制限を受け

るか文は労働に制限を加えることを必要とする程度の障害を有するものを3級に、また、

労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする程度の障害を残すも

のを障害手当金に該当するものと認定する。

精神の障害J士、多種であり、かっ、その症状は同一原因であっても多様である。

したがって、認定に当たっては具体的な日常生活状況等の生活上の困難を判断すると

ともに、その原因及び経過を考慮する。

2 認定要領

精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」、「気分(感情)障害」

(以下「そううつ病」という。)、「症状性を含む器質性精神障害J、「てんかん」、「知的障害

(精神遅滞)Jに区分する。

症状性を含む器質性精神障害、てんかんであって、もう想、幻覚等のあるものについ

ては、 rA 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分(感情)障害Jに準

じて取り扱う。
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A 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分(感情)障害

(1) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 統合失調症によるものにあっては、高度の残遺状態又は高度の

病状があるため高度の人格変化、思考障害、その他もう想・幻覚

1 級
等の異常体験が著明なため、常時の介護が必要なもの

2 そううつ病によるものにあっては、高度の気分、意欲・行動の l

障害及び高度の恩考障害の病相期があり、かっ、これが持続した

り、ひんぱんに繰り返したりするため、常時の介護が必要なもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺状態又は病状があるた

め人格変化、思考障害、その他もう想・幻覚等の異常体験がある

2 級
ため、日常生活が著じい制限を受けるもの

2 そううつ病によるものにあっては、気分、意欲・行動の障害及

び思考障害の病相期があり、かつ、これが持続したり又はひんぱ

んに繰り返したりするため、日常生活が著しい制限を受けるもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺状態又は病状があり、

人格変化の程度は著しくないが、思考障害、その他もう想・幻覚

級
等の異常体験があり、労働が制限を受けるもの

3 
2 そううつ病によるものにあっては、気分、意欲・行動の障害及

び思考障害の病相期があり、その病状は著しくないが、これが持

続したり又は繰り返し、労働が制限を受けるもの

(2) 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分(感情)障害の認定に

当たっては、次の点を考慮のうえ慎重に行う。

ア 統合失調症は、予後不良の場合もあり、国年令別表・厚年令別表第lに定める

障害の状態に該当すると認められるものが多い。しかし、羅病後数年ないし十数

年の経過中に症状の好転を見ることもあり、また、その反面急激に増悪し、その

状態を持続することもある。したがって、統合失調症として認定を行うものに対

しては、発病時からの療養及び症状の経過を十分考慮する。

イ そううつ病は、本来、症状の著明な時期と症状の消失する時期を繰り返すもの

である。したがって、現症のみによって認定することは不十分であり、症状の経

過及びそれによる日常生活活動等の状態を十分考慮する。

(3) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能、特に、知情意

面の障害も考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。また、

現に仕事に従事している者については、その療養状況を考慮し、その仕事の種類、
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内容、従事している期間、就労状況及びそれらによる影響も参考とする。

(4) 人格障害は、原則として認定の対象とならない。

(5) 神経症にあっては、その症状が長期間持続し、一見重症なものであっても、原則

として、認定の対象とならない。ただし、その臨床症状から判断して精神病の病態

を示しているものについては、統合失調症又はそううつ病に準じて取り扱う。

B 症状性を含む器質性精神障害

(1) 症状性を含む器質性精神障害とは、先天異常、頭部外傷、変性疾患、、新生物、中

枢神経等の器質障害を原因として生じる精神障害に、勝原病や内分泌疾患を含む全

身疾患による中枢神経障害等を原因として生じる症状性の精神障害を含むものであ

る。

なお、アルコール、薬物等の精神作用物質の使用による精神及び行動の障害(以

下「精神作用物質使用による精神障害Jという。)についてもこの項に含める。

(2) 各等級等に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の一 状 態

級
高度の認知症、高度の人格変化、その他の高度の精神神経症状が著明

1 
なため、常時の介護が必要なもの

級
認知症、人格変化、その他の精神神経症状が著明なため、日常生活が

2 
著しい制限を受けるもの

1 認知症、人格変化は著しくないが、その他の精神神経症状があり、

3 級 労働が制限を受けるもの

2 認知症のため、労働が著しい制限を受けるもの

障害手当金 認知症のため、労働が制限を受けるもの

(3) 脳の器質障害については、精神障害と神経障害を区分して考えることは、その多

岐にわたる臨床症状から不能であり、原則としてそれらの諸症状を総合して、全体

像から総合的に判断して認定する。

(4) 精神作用物質使用による精神障害

ア アルコール、薬物等の精神作用物質の使用により生じる精神障害について認定

するものであって、精神病性障害を示さない急性中毒及び明らかな身体依存の見

られないものは、認定の対象とならない。

イ 精神作用物質使用による精神障害は、その原因に留意し、発病時からの療養及

び症状の経過を十分考慮する。

(5) 器質障害としての巣症状については、本章「第9節神経系統の障害」の認定要

領により認定するものとし、その諸症状、認定時の具体的な日常生活状況等を把握

して、全体像から総合的に認定する。
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(6) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能、特に、知情意

面の障害も考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。また、

現に仕事に従事している者については、その療養状況を考慮し、その仕事の種類、

内容、従事している期間、就労状況及びそれらによる影響も参考とする。

C てんかん

(1) てんかん発作は、部分発作、全般発作、未分類てんかん発作などに分類されるが、

具体的に出現する臨床症状は多彩である。

また、発作頻度に関しでも、薬物療法によって完全に消失するものから、難治性

てんかんと呼ばれる発作の抑制できないものまで様々である。

さらに、てんかん発作は、その重症度や発作頻度以外に、発作間欠期においても、

それに起因する様々な程度の精神神経症状や認知障害などが、稀ならず出現するこ

とに留意する必要があるロ

(2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級
十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA又はBが月に1回以

上あり、かつ、常時の介護が必要なもの

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA又はBが年に2回以|

2 級 上、もしくは、 C又はDが月に 1回以上あり、かっ、日常生活が著

しい制限を受けるもの

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA又はBが年に2回未 l

3 級 満、もしくは、 C又はDが月に 1回未満あり、かっ、労働が制限を

受けるもの

(注1)発作のタイプは以下の通り

A:意識障害を呈し、状況にそぐわない行為を示す発作

B:意識障害の有無を問わず、転倒する発作

C:意識を失い、行為が途絶するが、倒れない発作

D:意識障害はないが、随意運動が失われる発作

(注2)てんかんは、発作と精神神経症状及。f認知障害が相まって出現することに留

意が必要。また、精神神経症状及び認知障害については、前記 rB 症状性を

含む器質性精神障害」に準じて認定すること。

(3) てんかんの認定に当たっては、その発作の重症度(意識障害の有無、生命の危険

性や社会生活での危険性の有無など)や発作頻度に加え、発作間欠期の精神神経症

状や認知障害の結果、日常生活動作がどの程度損なわれ、そのためにどのような社

会的不利益を被っているのかという、社会的活動能力の損減を重視した観点から認

定する。
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様々なタイプのてんかん発作が出現し、発作間欠期に精神神経症状や認知障害を

有する場合には、治療及び病状の経過、日常生活状況等によっては、さらに上位等

級に認定する。

(4) てんかん発作については、抗てんかん薬の服用や、外科的治療によって抑制され

る場合にあっては、原則として認定の対象にならない。

D 知的障害(精神遅滞)

(1) 知的障害とは、知的機能の障害が発達期(おおむね18歳まで)にあらわれ、日

常生活に持続的な支障が生じているため、何らかの特別な援助を必要とする状態に

あるものをいう。

(2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

級
知的障害があり、日常生活への適応が困難で、常時介護を要する

1 
もの

2 級
知的障害があり、日常生活における身辺の処理にも援助が必要な

もの

3 級 知的障害があり、労働が著しい制限を受けるもの

(3) .知的障害(精神遅滞)の認定に当たっては、知能指数のみに着服することなく、

日常生活のさまざまな場面における援助の必要度を勘案して総合的に判断する。

(4) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能、特に、知情

意面の障害も考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。ま

た、現に住事に従事している者については、その療養状況を考慮し、その仕事の

種類、内容、従事している期間、就労状況及びそれらによる影響も参考とする。

. 47 . 



第9節/神経系統のる障害

神経系統の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

神経系統の障害については、次のとおりであるロ

1d 、 J31j 表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

1 級
る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

って、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる

程度のもの

国年令別表 身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

2 級 って、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要とする程度の

もの

身体の機能に、労働が著しい制限を受けるか、又は

労働に著しい制限を加えることを必要とする程度の

厚
別表第1 級

障害を残すもの
3 

神経系統に、労働が著しい制限を受けるか、又は労

働に著しい制限を加えることを必要とする程度の障

年 害を残すもの

身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に

制限を加えることを必要とする程度の障害を残すも
1d 、
別表第2 障害手当金 の . 

神経系統に、労働が制限を受けるか、又は労働に制

限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの

2 認定要領

(1) 肢体の障害の認定は、本章「第7節肢体の障害Jに示した認定要領に基づいて認

定を行う。

(2) 脳の器質障害については、神経障害と精神障害を区別して考えることは、その多岐

にわたる臨床症状から不能で、あり、原則としてそれらの諸症状を総合し、全体像から

総合的に判断して認定する。

(3) 疹痛は、原則として認定の対象とならないが、四肢その他の神経の損傷によって生

じる灼熱痛、脳神経及び脊髄神経の外傷その他の原因による神経痛、根性疹痛、悪性
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新生物に随伴する疹痛等の場合は、疹痛発作の頻度、強さ、持続時間、疹痛の原因と

なる他覚的所見等により、次のように取り扱う。

ア 軽易な労働以外の労働に常に支障がある程度のものは、 3級と認定する。

イ 一般的な労働能力は残存しているが、疹痛により時には労働に従事することがで

きなくなり、就労可能な職種の範囲が相当な程度に制限されるものは、障害手当金

に該当するものと認定する。
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第10節/呼吸器疾患による障害

呼吸器疾患による障害の程度は、次により認定する。

l 認定基準

呼吸器疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状 l

l 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
2 級

が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
3 級

身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

別表第 1 加えることを必要とする程度の障害を有するもの

呼吸器疾患による障害の程度は、自覚症状、他覚所見、検査成績 α面部X線所見、動
脈血ガス分析値等)、一般状態、治療及び病状の経過、年齢、合併症の有無及び程度、

具体的な日常生活状況等により総合的に認定するものとし、当該疾病の認定の時期以後

少なくとも l年以上の療養を必要とするものであって、長期にわたり安静を必要とする

病状が、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のものを l級に、日常生活が

著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの

を2級に、また、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする程度

のものを3級に該当するものと認定する。

また、呼吸器疾患による障害の認定の対象は、そのほとんどが慢性呼吸不全によるも

のであり、特別な取扱いを要する呼吸器疾患として肺結核・じん肺・気管支目指息があげ

られる。

2 認定要領

呼吸器疾患は、肺結核、じん肺及び呼吸不全に区分する。

A 肺結核

(1) 肺結核による障害の程度は、病状判定及び機能判定により認定する。

(2) 肺結核の病状による障害の程度は、自覚症状、他覚所見、検査成績(胸部X線所

見、動脈血ガス分析値等)、排菌状態(略疲等の塗抹、培養検査等)、一般状態、

治療及び病状の経過、年齢、合併症の有無及び程度、具体的な日常生活状況等によ
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り総合的に認定する。

(3) 病状判定により各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。

障害の程度 障 害 の 状 態

認定の時期前 6月以内に常時排菌があり、胸部X線所見が日本結核

病学会病型分類(以下「学会分類」という。)の I型(広汎空

1 級 洞型)又はE型(非広汎空洞型)、 E型(不安定非空洞型)で病巣

の拡がりが3(大)であるもので、かつ、長期にわたる高度の安静

と常時の介護を必要とするもの

1 認定の時期前6月以内に排菌がなく、学会分類の I型若しくは

E型又は皿裂で病巣の拡がりが 3(大)であるもので、かっ、日

常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加え

2 級
ることを必要とするもの

2 認定の時期前6月以内に排菌があり、学会分類のE型で病巣の

拡がりが 1(小)又は 2(中)であるもので、かっ、日常生活が

著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを

必要とするもの

1 認定の時期前6月以内に排菌がなく、学会分類の I型若しくは

E型又はE裂で、積極的な抗結核薬による化学療法を施行してい

るもので、かつ、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を加え

3 級 ることを必要とするもの

2 認定の時期前6月以内に排菌があり、学会分類lV型であるもの

で、かつ、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を加えること

を必要とするもの

(4) 肺結核に他の結核又は他の疾病が合併している場合は、その合併症の軽重、治療

法、従来の経過等を勘案した上、具体的な日常生活状況等を考慮するとともに、第

2 11 障害の程度」及び本節 11 認定基準Jを踏まえて、総合的に認定する。

(5) 肺結核及び肺結核後遺症の機能判定による障害の程度は、 IC 呼吸不全Jの認

定要領によって認定する。

(6) 加療による胸郭変形は、それ自体は認定の対象とならないが、肩関節の運動障害

を伴う場合には、本章「第7節 第 1 上肢の障害j として、その程度に応じて併

合認定の取扱いを行う。

(7) 1抗結核剤による化学療法を施行しているもの」とは、少なくとも 2剤以上の抗

結核剤により、積極的な化学療法を施行しているものをいう。
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• 
B じん肺

(1) じん肺による障害の程度1士、病状判定及び機能判定により認定する。

(2) じん肺の病状による障害の程度は、胸部X線所見、呼吸不全の程度、合併症の有

無及び程度、具体的な日常生活状況等により総合的に認定する。

(3) 病状判定により各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。

障害の程度 障 害 の 状 態

胸部X線所見がじん肺法の分類の第4型であり、大陰影の大きさが

1 級 l側の肺野の1/3以上のもので、かっ、長期Iこわたる高度の安静と常

時の介護を必要とするもの

胸部X線所見がじん肺法の分類の第4型であり、大陰影の大きさが

2 級 1側の肺野の 1/3以上のもので、かっ、日常生活が著しい制限を受け

るか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とするもの

3 級
胸部X線所見がじん肺法の分類の第3型のもので、かっ、労働が制

限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とするもの

(4) じん肺の機能判定による障害の程度は、 rc 呼吸不全Jの認定要領によって認

定する。

C 呼吸不全

(1) 呼吸不全とは、原因のいかんを関わず、動脈血ガス分析値、特に動脈血0，分圧

と動脈血CO，分圧が異常で、そのために生体が正常な機能を営み得なくなった状態

をいう。

認定の対象となる病態は、主に慢性呼吸不全である。

慢性呼吸不全を生じる疾患は、閉塞性換気障害(肺気腹、気管支晴息、慢性気管

支炎等)、拘束性換気障害(間質性肺炎、肺結核後遺症、じん肺等)、心血管系異

常、神経・筋疾患、中枢神経系異常等多岐にわたり、肺疾患のみが対象疾患ではな

U 、。

(2) 呼吸不全の主要症状としては、咳、淡、輸鳴、胸痛、労作時の息切れ等の自覚症

状、チアノーゼ、呼吸促迫、低酸素血症等の他覚所見がある。

(3) 検査成績としては、動脈血ガス分析値、予測肺活量1秒率及び必要に応じて行う

運動負荷肺機能検査等がある。

(4) 動脈血ガス分析値及び予測肺活量l秒率の異常の程度を参考として示すと次のと

おりである。

なお、動脈血ガス分析値の測定は、安静時に行うものとする。
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A表動脈血ガス分析値

区分 検査項目 単位 軽度異常 中等度異常 高度異常

l 動脈血O2分圧 Torr 70~61 60~56 55以下

2 動脈血CO2分圧 To:tr 46~50 51~59 60以上

(注)病状判定に際しては、動脈血O2分圧値を重視する。

B表予iJ11川市活量1秒率

検査項目 単位 軽度異常 中等度異常 高度異常

予測肺活量 1秒率 % 40~31 30~21 20以下

(5) 呼吸不全による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

ア
無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる

まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ウ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の 50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

ニE の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの
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(6) 呼吸不全による各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級
前記(4)のA表及びB表の検査成績が高度異常を示すもので、かつ、

一般状態区分表のオに該当するもの

2 級
前記(4)のA表及びB表の検査成績が中等度異常を示すもので、かつ、

一般状態区分表のエ又はウに該当するもの

3 級
前記(4)のA表及びB表の検査成績が軽度異常を不すもので、かつ、

一般状態区分表のウ又はイに該当するもの

なお、呼吸不全の障害の程度の判定は、 A表の動脈血ガス分析値を優先するが、

その他の検査成績等も参考とし、認定時の具体的な日常生活状況等を把握して、総

合的に認定する。

(7) 慢性気管支哨息、については、症状が安定している時期においての症状の程度、使

用する薬剤、酸素療法の有無、検査所見、具体的な日常生活状況等を把握して、総

合的に認定することとし、各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次

のとおりである。

障害の程度 障 害 .の 状 態

最大限の薬物療法を行っても発作強度が大発作となり、無症状の

1 級
期聞がなく一般状態区分表のオに該当する場合であって、予測肺活

量1秒率が高度異常(測定不能を含む)、かつ、動脈血ガス分析値が

高度異常で常に在宅酸素療法を必要とするもの

呼吸困難を常に認める。常時とは限らないが、酸素療法を必要と

2 級
し、一般状態区分表のエ又はワに該当する場合で、あって、プレドニ

ゾロンに換算して 1日10mg相当以上の連用、又は 5mg相当以上の連

用と吸入ステロイド高用量の連用を必要とするもの

端鳴や呼吸困難を週 1回以上認める。非継続的なスアロイド薬の

使用を必要とする場合があり、一般状態区分表のウ又はイに該当す

3 級 る場合であって、吸入ステロイド中用量以上及び長期管理薬を追加

薬として2剤以上の連用を必要とし、かっ、短時間作用性吸入s，刺
激薬頓用を少なくとも週に 1回以上必要とするもの

(注1) 上記表中の症状は、的確な晴息治療を行い、なおも、その症状を示すもので

あること。

また、全国的に見て、目指息の治療が必ずしも専門医(呼吸器内科等)が行っ

ているとは限らず、また、必ずしも「目指息予防・管理ガイドライン 2009(JGL 

2009)Jに基づく治療を受けているとは限らないことに留意が必要。
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(注2) 晴息は疾患の性質上、肺機能や血液ガスだけで重症度を弁別することには無

理がある。このため、臨床症状、治療内容を含めて総合的に判定する必要があ

る。

(注3) r鳴息+肺気腫 (COPD)Jあるいは、「鳴息+肺線維症Jについては、呼

吸不全の基準で認定する。

(8) 在宅酸素療法を施行中のものについては、原則として次により取り扱う。

ア 常時 (24時間)の在宅酸素療法を施行中のもので、かつ、軽易な労働以外の

労働に常に支障がある程度のものは3級と認定する。

なお、臨床症状、検査成績及び具体的な日常生活状況等によっては、さらに上

位等級に認定する。

イ 障害の程度を認定する時期は、在宅酸素療法を開始した日(初診日から起算し

てl年6月以内の日に限る。)とする。

(9) 原発性肺高血圧症や慢性肺血栓塞栓症等の肺血管疾患については、前記(4)のA表

及び認定時の具体的な日常生活状況等によって、総合的に認定するJ
(10)慢性肺疾患により非代償性の肺性心を生じているものは3級と認定する。

なお、治療及び病状の経過、検査成績、具体的な日常生活状況等によっては、さ

らに上位等級に認定する。

(ll)慢性肺疾患では、それぞれ個人の順応や代償という現象があり、また他方では、

多臓器不全の病状も呈じてくることから、呼吸機能検査成績が必ずしも障害の程度

を示すものとは言えない。

(12)肺疾患に擢患し手術を行い、その後、呼吸不全を生じたものは、肺手術と呼吸不

全発生までの期聞が長いものであっても、相当因果関係があるものと認められる。
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く参考> r暢息予防・管理ガイドライン2009 (JGL2009)Jより抜粋
l 暢息治療のステップ

)ご F';'， タ d … f台療ステyプ1、 (、治療ス、fF3手フペg

吸入スァロイド薬 吸入只アロイド薬

(低用量) (低~中用量)

上記が使用できない 上記で不十分な場合に

場合以下のいずれか 以下いずれかー剤を併

を用いる 用

長 基 LTRA LABA 

本 テオフィリン徐放製 (配合剤の使用可)期
剤(症状が稀であれ LTRA 

管 1台 ば必要なし) テオフィリン徐放製剤j

理 療

薬

追加 LTRA以外の LTRA以外の

治療 抗アレノレギー薬 11 抗アレJレギー薬H

発作治療41 吸入SABA 吸入SABA

(軽症間欠型相当) (軽症持続型相当)

象対なと 未療治の

-症状が週l回未満 -症状が週1回以上、し

-症状は軽度で短い かし毎日ではない

-夜間症状は月に2 -月 l回以上日常生活や

回未満 睡眠が妨げられる

症る 状態 -夜間症状は月2回以上

状で

LTRA・ロイコトリエン受容体措抗薬

LABA 長時間作用性β2刺激薬

SABA 短時間作用性s，刺激薬

、治家不テヅ、.7'3， • 

吸入スアロイド楽

(中~高用量)

上記に下記のいずれか

1剤、あるいは複数を

併用

LABA 

(配合剤の使用可)

LTRA 

テオフィリン徐放製剤j

LTRA以外の
抗アレノレギー薬 11

吸入SABA

(中等症持続型相当)

-症状が毎日ある

-短時間作用性吸入

s ，刺激薬がほぼ毎
日必要

-週 1回以上日常生活

や睡眠が妨げられる

-夜間症状が週 1回以

上

!三治療ステメア.4

吸入スァロイド楽

(高用量)

上記に下記の複数を併

用

LABA 

(配合剤の使用可)

LTRA 

テオフィリン徐放製剤

上記のすべてでも管理

不良の場合は下記のい

ずれかあるいは両方を

追加
抗IgE抗体'1
経口ステロイド薬31

LTRA以外の
抗アレノレギー薬 11

吸入SABA

(重症持続型相当)

-治療下でもしばしば

増悪

-症状が毎日ある

-日常生活が制限され

る

-夜間症状がしばしば

1 ) 抗アレノレギー薬とは、メデイエーター遊離抑制薬、ヒスタミンH 1措抗薬、 トロンボキサンA，阻害薬、

Th2サイトカイン阻害薬を指す。

2) 通年性吸入抗原に対して陽性かっ血清総IgE値が30~700IU/mLの場合に適用となる。

3) 経口ステロイド薬は短時間の間欠的投与を原則とする。他の薬剤で治療内容を強化し、かっ短時間の間欠

投与でもコントロールが得られない場合は、必要最小量を維持量とする。

4) 軽度の発作までの対応を示し、それ以上の発作については暢息予防・管理ガイドライン2009 7-2 r急性
増慈(発作)への対応(成人)Jを参照

※予防・管理に用いる薬剤には、長期管理薬(コントローラー)と急性発作の治療に用いる(リリーパー)

があり、これらの薬剤をそれぞれのステップに応じて使用する。コントローラーは抗炎症薬と長時間作用

性気管支拡張薬であり、リリーパーは短時間作用性気管支拡張薬と全身性ステロイド薬である
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2 コントローノレ状態の評価

(すコべyてトのロゐ項ヘー目ルが良該好当)ρλ4 コジ卜ロ。~!レ不十分子 Jコシトロール不良
(いずれかの項目

R措息症状
なし 週 1回以上

(日中および夜間)

発作治療薬の使用 なし . 週1回以上
コントローノレ不十分

運動を含む活動制限 なし あり の項目が3つ以上当

呼吸機能 予測値あるいは自己最高 てはまる

(FEVJおよびPEF)
正常範囲内

値の80%未満

PEFの日(週)内変動 20%未満 20%以上

増悪 なし 年に1回以上 月に I回以上*

*増悪が月に 1回以上あれば他の項目が該当しなくてもコントローノレ不良と評価する。

3 各吸入ステロイド薬の吸入器の種類

leどJが;r ?ルヤご が下♂ぐ心怜4へう勺、;込;込ぷふ:C伽加んぷ;庄る噴三重羨豪p手式M加RD定I量、¥川}吸昂氷よ器)工i<乙民~ゾ;γJ弐〈注;広2三0，(1'ド、〈ラp 2む1Äじソ;雫、夕121:、ダI ー吸二入;ゐ器~)ノ 二ム
BDP (ベクロメタグンプロピオ BDP-HFA 

なし
ン酸エステノレ) (キュパーノレ)

FP (フノレチカゾンプロピオン酸
!FP (フHノFレAタイドエアー)

FP-DPI (フノレタイドディスカス、
エステJレ) フノレタイドディスクヘラー)

SM (サノレメアローノレキシナホ酸 FP/，SM HFA FP/SM DPI 
塩)との配合剤 (アドエアエアー) (ア Fエアデ、イスカス)

BUD (ブデソェド) なし
BUD-DPI (パノレミコ トターピュ
へイラー)

FM (ホノレモァぱ ノレフマノレ酸塩
なし

BUD/FM (シムピコートターピュへ
水和物)との配合淘j イラー)

CIC (シクレソニド)
CIC-HFA 

なし
(オノレベスコ)

MF (モメタゾンファンカノレボン
なし

MF-DPI (アズマネックスツイスト
酸エステ/レ) へラー)

4 各吸入ステロイド薬の治療ステ yプ別推奨量

;薬剤治:三
:治療ス7;ヌグ霊争れ正 ~'.2ゐ
低用量、バ~

治療:ス中テ周量ップ~;):，う 1台療ど高ス用テ'量')'，プ1'4
，可〈 、J与

BDP-HFA 100~200μg/ 日 200~400μg/ 日 400~800μg/ 日

FP-HFA 100~200μg/ 日 200~400μg/ 日 400~800μg/ 日

CIC-HFA 100~200μg/ 日 200~400μg/ 日 400~800μg/ 日

FP-DPI 100~200μg/ 日 200~400μg/ 日 400~800μg/ 日

BUD-DPI 200~400μg/ 日 400~800μg/ 日 800~1 ， 600μg/日

MF-DPI 100~200μg/ 日 200~400μg/ 日 400~800μg/ 日
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第11節/心疾患による障害

心疾患による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

心疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生 l

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
級
が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

2 
活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

別表第1
3 

加えることを必要とする程度の障害を有するもの

心疾患による障害の程度は、呼吸困難、心停允進、尿量減少、夜間多尿、チアノーゼ、

浮腫等の臨床症状、 X線、心電図等の検査成績、一般状態、治療及び病状の経過等に

より、総合的に認定するものとし、当該疾病の認定の時期以後少なくとも l年以上の療

，養を必要とするものであって、長期にわたる安静を必要とする病状が、日常生活の用を

弁ずることを不能ならしめる程度のものを l級に、日常生活が著しい制限を受けるか又

は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものを2級に、また、労働が

制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする程度のものを3級に該当する

ものと認定する。

2 認定要領

(1) この節に述べる心疾患とは、心臓だけではなく、血管を含む循環器疾患を指すもの

である。(ただし、血圧については、本章「第 17節 高血圧症による障害jで述べる

ので除く。)

心疾患による障害は、弁疾患、心筋疾患、虚血性心疾患(心筋梗塞、狭心症)、難治

性不整脈、大動脈疾患、先天性心疾患に区分する。

(2) 心疾患の障害等級の認定は、最終的には心臓機能が慢性的に障害された慢性心不全

の状態を評価することである。この状態は虚血性心疾患や弁疾患、心筋疾患などのあ

らゆる心疾患の終末像である。

慢性心不全とは、心臓のポンプ機能の障害により、体の末梢組織への血液供給が不

十分となった状態を意味し、一般的には左心室系の機能障害が主体をなすが、右心室
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系の障害も考慮、に入れなければならない。左心室系の障害により、動俸や息切れ、肺

うっ血による呼吸困難、咳.~、チアノーゼなどが、右心室系の障害により、全身倦

怠感や浮腫、尿量減少、頚静脈怒張などの症状が出現する。

(3) 心疾患の主要症状としては、胸痛、動俸、呼吸困難、失神等の自覚症状、浮腫、チ

アノーゼ等の他覚所見がある。

臨床所見には、自覚症状(心不全に基づく)と他覚所見があるが、後者は医師の診

察により得られた客観的症状なので常に自覚症状と連動しているか否かに留意する必

要がある(以下、各心疾患に同じ)。重症度は、心電図、心エコー図・カテーテル検

査、動脈血ガス分析値も参考とする。

(4) 検査成績としては、血液検査 (BNP値)、心電図、心エコー図、胸部X線、 X線

CT、MRI等、核医学検査、循環動態検査、心カテーテノレ検査(心カテーテル法、

心血管造影法、冠動脈造影法等)等がある。

(5) 肺血栓塞栓症、肺動脈性肺高血圧症は、心疾患による障害として認定する。

(6) 心血管疾患が重複している場合には、客観的所見に基づいた日常生活能力等の程度

を十分考慮して総合的に認定する。

(7) 心疾患、の検査での異常検査所見を一部示すと、次のとおりである。

区分 異 常 検 査 所 見

安静時の心電図において、 0.2mV以上のSTの低下もしくは0.5mV以上の
A 
深い陰性T波 (aVR誘導を除く。)の所見のあるもの

B 負荷心電図 (6Mets未満相当)等で明らかな心筋虚血所見があるもの

胸部X線上で心胸郭係数60%以上又は明らかな肺静脈性うっ血所見や間質性
C 
肺水腫のあるもの

心エコー図で中等度以上の左室肥大と心拡大、弁膜症、収縮能の低下、拡張能
D 
の制限、先天性異常のあるもの

E 心電図で、重症な頻脈性又は徐脈性不整脈所見のあるもの

F 左室駆出率 (EF) 40%以下のもの

G BNP (脳性ナトリワム利尿ベプチド)が200pg/mI相当を超えるもの

重症冠動脈狭窄病変で左主幹部に 50%以上の狭窄、あるいは、 3本の主要冠
H 
動脈に 75%以上の狭窄を認めるもの

I 心電図で陳旧性心筋梗塞所見があり、かつ、今日まで狭心症状を有するもの

(注1) 原則として、異常検査所見があるもの全てについて、それに該当する心電図等を提出

(添付)させること。

(注2) rF Jについての補足

心不全の原因には、収縮機能不全と拡張機能不全とがある。

近年、心不全症例の約40%はEF値が保持されており、このような例での心不全は左
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室拡張不全機能障害によるものとされている。しかしながら、現時点においで拡張機能不

全を簡便に判断する検査法は確立されていない。左室拡張末期圧基準値 (5-12皿皿Hg)

をかなり超える場合、パルスドプラ法による左室流入血流速度波形を用いる方法が一般的

である。この血流速度波形は急速流入期血流速度波形 (E波)と心房収縮期血流速度波形

(A波)からなり、 E/A比が1.5以上の場合は、重度の拡張機能障害といえる。

(注 3) fG Jについての補足

心不全の進行に伴い、神経体液性因子が血液中に増加することが確認され、心不全の程

度を評価する上で有用であることが知られている。中でも、 BNP値(心室で生合成され、

心不全により分泌が充進)は、心不全の重症度を評価する上でよく使用されるNYHA分

類の重症度と良好な相関性を持つことが知られている。この値が常に 100pg/ml以上の場

合は、 NYHA心機能分類でH度以上と考えられ、 200pg/ml以上では心不全状態が進行

していると判断される。

(注4) fHJについての補足

すでに冠動脈血行再建が完了している場合を除く。

(8) 心疾患による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる
ア
まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ウ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の 50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

エE の 50%以上は就床しており、自カでは屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

(参考) 上記区分を身体活動能力にあてはめると概ね次のとおりとなる。

区分 身体活動能カ

ア 6Mets以上

イ AMets以上6Mets未満

ウ 3 Mets以上4Mets未満

ここ 2Me旬以上3Mets未満

オ 2 Mets未満
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(注) Metsとは、代謝当量をいい、安ii{tll寺の酸素摂取量 (3.5ml/kg体重/分)を 1Mets 

として活動時の酸素摂取量が安静時の何f古かを示すものであるo

(9) 疾患lJlJに各等級に相当すると認、められるものを一部例示すると、次のとおりであるL
① 弁疾患

障害の程度 [1章 害 の 状 態

1 級
病状(障害)が重篤で安静時においても、心不全の症状 (NYHA心機能分類

クラスNlを有し、かつ、一般状態区分表のオに該当するもの

1 人工弁を装着術後、 6ヶ月以上経過しているが、なお病状をあわらす臨床

所見が 5つ以上、かつ、異常検査所見が 1つ以上あり、かつ、一般状態区分

級
表のウ又はエに該当するもの

2 
2 異常検査所見のA、B、C、D、Eのうち2つ以上の所見、かっ、病状を

あらわす臨床所見が5つ以上あり、かっ、一般状態区分表のウ又はエに該当

するもの

1 人工弁を装若したもの

3 級 2 異常検査所見のうち 1つ以上、かつ、病状をあらわす臨床所見が2つ以上

あり、かつ、一般状態区分表のイ又はウに該当するもの

(注 1) 複数の人工弁ilit換術を受けている者にあっても、原則3級相当とする。

(注 2) 抗凝固楽使mによるI:l:I1IIl傾向については、重度のものを除き認定の対象とはしない。

②、心筋疾態

障害の程度 隙 害 の 状 態

級
病状(障害)が重篤で安静時においても、心不全の症状 (NYHA心機能分類

1 
クラスNlを有し、かつ、一般状態区分表のオに該当するもの

1 異常検査所見のFに加えて、病状をあらわす臨床所見が5つ以上あり、か

つ、一般状態区分表のウ又はエに該当するもの

2 級 2 異常検査所見のA、B、C、D、E、Gのうち2つ以上の所見及び心不全

の病状をあらわす臨床所見が5つ以上あり、かつ、一般状態区分表のウ又は

エに該当するもの

1 E Ffi宜が 50%以下を示し、病状をあらわす臨床所見が2つ以上あり、かつ、

一般状態区分表のイ又はウに該当するもの

3 級 2 異常検査所見のA、B、C、D、E、Gのうち 1つ以上の所見及び心不全

の病状をあらわす臨床所見が 1つ以上あり、かっ、一般状態区分表のイ又は

ワに該当するもの

(注) 肥大型心筋症は、心室の収縮は良好に保たれるが、心筋肥大による心室拡張機能[1車害や左

室流出路狭窄に伴う左室流出路庄鮫差などが病態の基本となっている。したがってEF値が

l埠容認、定にあたり、参考とならないことが多く、臨床所見や心電図所見、胸部X線検査、心

臓エコー検査所見なども参考として総合的に陣容等級を判断する。
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③ tl[JflL性心疾患(心筋梗塞、狭心痕)

障害の程度 |庫 害 の 状 態

1 手畏
病状(障害)が重篤で安静時においても、常時心不全あるいは狭心症状を有

し、かっ、一般状態区分表のオに該当するもの

2 級
異常検査所見が2つ以上、かつ、軽労作で心不全あるいは狭心症などの症状

をあらわし、かつ、一般状態区分表のウ又はエに該当するもの

級
異常検査所見が 1つ以上、かつ、心不全あるいは狭心症などの症状が 1つ以

3 
上あるもので、かっ、一般状態区分表のイ又はウに該当するもの

(a) 冠動脈疾忠、とは、主要冠動脈に少なくとも lヶ所の有意狭窄をもっ。あるいは、冠轡紛が

~ÎE砂]されたものを言い、冠動脈造影が施行されていなくとも心電図、心エコー図、核医学検

査等でIYJらかに冠動脈疾忠と考えられるものも含む。

@ 民ffiifl'I'1:不盤脈

障害の程度 降 害 の 状 態

1 級
病状(1障害)が重篤で安静時においても、常時心不全の症状 (NYHA心機能

分類クラスN)を有し、かつ、一般状態区分表のオに該当するもの
、1 異常検査所見のEがあり、かつ、一般状態区分表のウ又はエに該当するも

の

2 級 2 異常検査所見のA、B、C、D、F、Gのうち 2つ以上の所見及ひ'病状を

あらわす臨床所見が5つ以上あり、かつ、一般状態区分表のウ又はエに該当

するもの

1 ベースメーカー、 ICDを装着したもの

2 異常検査所見のA、B、C、D、F、Gのうち 1つ以上の所見及び病状を
3 級

あらわす臨床所見が 1つ以上あり、かつ、一般状態区分表のイ又はウに該当

するもの

(注1) 難治性不盤l脈とは、放置すると心不全や突然死を引き起こす危険性の高い不整脈で、

適切な治療を受けているにも拘わらず、それが改普しないものを言う。

(注2) 心房荊11m!]は、一般に加齢とともに漸摘する不整脈であり、それのみでは認定の対象と

はならないが、心不全を合併したり、ベースメーカーの装荷を要する場合には認定の刻

象となる。

⑤ 大!1lJJ脈疾患

障害の程度 F章 害 の 状 態

1 胸部大動脈解隣 (Stanford分類A型・ B型)や胸部大!1lJJJ脈癒により、人工

3 級 血管を挿入し、かっ、一般状態区分表のイ又はウに該当するもの

2 絢部大動脈解離や胸部大動脈溜に、難治性の高血圧を合併したもの
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(注1) Stanford分類A型: 上行大動脈に解離がある。

Stanford分類B型. 上行大動脈まで解離が及んでいないもの。

(注2) 大動脈癌とは、大動脈の一部がのう状又は紡錘状に拡張した状態で、先天性大動脈疾

患や動脈硬化(アテローム硬化)、展望原病などが原因となる。これのみでは認定の対象

とはならないが、原疾患の活動性や手術による合併症が見られる場合には、総合的に判

断する。

(注 3) 胸部大動脈濯には、胸腹部大動脈療も含まれる。

(注4) 難治性高血圧とは、塩分制限などの生活習慣の修正を行った上で、適切な薬剤3薬以

上の降圧薬を適切な用量で継続投与しても、なお、収縮期血圧が 140mmHg以上又は

拡張期血圧が90皿mHg以上のもの。

(注5) 大動脈疾患では、特殊な例を除いて心不全を呈することはなく、また最近の医学の進

歩はあるが、完全治癒を望める疾患ではない。従って、一般的には 1・2級には該当し

ないが、本傷病に関連した合併症(周辺臓器への圧迫症状など)の程度や手術の後遺症

によっては、さらに上位等級に認定する。

大動脈癌の定義嚢状のものは大きさを問わず、紡錘状のものは、正常時 (2.5~3cm)

の1.5倍以上のものをいう。 (2倍以上は手術が必要。)

人工血管にはステントグラフトも含まれる。

⑤ 先天性心疾患

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級
病状(障害)が重篤で安静時においても、常時心不全の症状 (NYI王A心機能

分類クラスN)を有し、かっ、一般状態区分表のオに該当するもの

1 異常検査所見が 2つ以上及び病状をあらわす臨床所見が 5つ以上あり、か

つ、 L般状態区分表のワ又はエに該当するもの
2 級

2 E isenmengerイじ(手術不可能な逆流状況が発生)を起こしているもので、

かっ、一般状態区分表のウ又はエに該当するもの

1 異常検査所見のC、D、Eのうち 1つ以上の所見及び病状をあらわす臨床|

級
所見が 1つ以上あり、かっ、一般状態区分表のイ又はクに該当するもの

3 
肺体血流比1.5以上の左右短絡、平均肺動脈収縮期圧50mmHg以上のも2 

ので、かっ、一般状態区分表のイ又はウに該当するもの

⑦ 重症心不全

心臓移植や人工心臓等を装着した場合の障害等級は、次のとおりとする。ただし、術後は

次の障害等級に認定するが、 1~2年程度経過観察したうえで症状が安定しているときは、

臨床症状、検査成績、一般状態区分表を勘案し、障害等級を再認定する。
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心臓移植 1級

人工心臓 1級

CR  T (心臓再同期医療機器}及びCRT-D (除細動器機能付き心臓再同期医療機

器 2級

(10) 心臓ベースメーカー、又は ICD (植込み型除細動器)、又は人工弁を装着した場合の障

害の程度を認定すべき日は、それらを装着した日(初診日から起算して l年6月以内の日

に限る。)とする。

(11) 各疾患によって、用いられる検査が異なっており、また、特殊検査も多いため、診断書

上に適切に症状をあらわしていると恩われる検査成績が記載されているときは、その検査

成績も参考とし、認定時の具体的な日常生活状況等を把握して、総合的に認定する。
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第12節/腎疾患による障害

腎疾患による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

腎疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの，

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
級
が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

2 
活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
3 級

身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

別表第1 加えることを必要とする程度の障害を有するもの

腎疾患による障害の程度は、自覚症状、他党所見、検査成績、一般状態、治療及び病

状の経過、人工透析療法の実施状況、具体的な日常生活状況等により、総合的に認定す

るものとし、当該疾病の認定の時期以後少なくとも 1年以上の療養を必要とするもので

あって、長期にわたる安静を必要とする病状が、日常生活の用を弁ずることを不能なら

しめる程度のものを l級に、日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制

限を加えることを必要とする程度のものを2級に、また、労働が制限を受けるか又は労

働に制限を加えることを必要とする程度のものを3級に該当するものと認定する。

2 認定要領

(1) 腎疾患による障害の認定の対象はそのほとんどが、慢性腎不全に対する認定である。

慢性腎不全とは、慢性腎疾患によって腎機能障害が持続的に徐々に進行し、生体が

正常に維持できなくなった状態をいう。

すべての腎疾患は、長期に経過すれば腎不全に陥る可能性をもっており、最も多い

のは、慢性腎炎(ネフローゼを含む。)、腎硬化症、嚢胞腎、腎孟腎炎であるが、全

身性疾患による腎障害、すなわち、糖尿病性腎症、修原病、痛風腎、アミロイドーシ

ス等も少なくないものである。

(2) 腎疾患の主要症状としては、悪心、幅吐、疹痛等の自覚症状、尿の異常、浮腫、高

血圧等の他覚所見がある。

(3) 検査成績としては、尿検査、血液生化学検査(血清尿素窒素、血清クレアチニン、

血清電解質等)、動脈血ガス分析等がある。
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(4) 慢性腎不全及びネフローゼ症候群での検査項目及び異常値の一部を示すと次のとお

りである。

区分 検査項 目 単位 軽度異常 中等度異常 高度異常

内因性クレアチニン
ml/分

20以上 10以上
10未満ア

クリアランス値: 30未満 20未満

イ 血清クレアチニン濃度 mg/dl 3以上5未満 5以上8未満 8以上

① 1日尿蛋白量 g/日 3.5g以上を持続する

ワ ② 血清アノレブ、ミン g/dl かつ、 3.0 g以下

③ 血清総蛋白 g/dl 又は、 6.0 g以下

(注)rウ」の場合は、①かっ②又は①かっ③の状態を「異常」という。

(5) 腎疾患による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる
ア
まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ワ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

コニ の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

. 66 . 



(6) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

級
前記(4)に不す検査成績が高度異常を示すもので、かっ、一般状態

1 
区分表のオに該当するもの

2 級

1 前副)に示す検査成績が中等度異常を示すもので、かっ、一般 l
状態区分表のエ又はウに該当するもの

3 

2 人工透析療法施行中のもの

級
前記(4)に示す検査成績が軽度異常を不すもので、かっ、一般状態

区分表のウ又はイに該当するもの

なお、障害の程度の判定に当たっては、前記(4)の検査成績によるほか、他党所見、

他の一般検査及び特殊検査の検査成績、治療及ひ1丙状の経過等も参考とし、認定時の

具体的な日常生活状況等を把握して、総合的に認定する。

(7) 人工透析療法施行中のものについては、原則として次により取り扱う。

ア 人工透析療法施行中のものは2級と認定する。

なお、主要症状、人工透析療法施行中の検査成績、具体的な日常生活状況等によ

っては、さらに上位等級に認定する。

イ 障害の程度を認定する時期は、人工透析療法を初めて受けた日から起算して3月

を経過した日(初診日から起算して1年6月以内の日に限る。)とする。

(8) 検査成績は、その性質上変動しやすいものであるので、腎疾患の経過中において最

も適切に病状をあらわしていると思われる検査成績に基づいて行うものとする。

(9) 糸球体腎炎(ネフローゼを含む。)、多発性嚢胞腎、腎孟腎炎に擢患し、その後慢

性腎不全を生じたものは、両者の期間が長いものであっても、相当因果関係があるも

のと認められる。

(10) 腎疾患は、その原因疾患が多岐にわたり、それによって生じる臨床所見、検査所見

も、また様々なので、診断書上に適切に病状をあらわしていると思われる検査成績が

記載されているときは、その検査成績も参考とし、認定時の具体的な日常生活状況等

を把握して、総合的に認定する。

(11) 腎臓移植を受けたものに係る障害の認定は、本章「第18節/その他の障害」の認定

要領により認定する。

、
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第13節/肝疾患による障害

肝疾患による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

肝疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と間程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令
活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状
別 表 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

2 級
活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

3 
別表第1 加えることを必要とする程度の障害を有するもの

肝疾患による障害の程度は、自覚症状、他覚所見、検査成績、一般状態、治療及ひ病

状の経過、具体的な日常生活状況等により、総合的に認定するものとし、当該疾病の認

定の時期以後少なくとも 1年以上の療養を必要とするものであって、長期にわたる安静

を必要とする病状が、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のものを l級に、

日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とす

る程度のものを2級に、また、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必

要とする程度のものを3級に該当するものと認定する。

2 認定要領

(1) 肝疾患による障害の認定の対象は、慢性かっびまん性の肝疾患の結果生じた肝硬

変症及びそれに付随する病態(食道静脈癌、肝癌を含む。)である。

肝硬変では、一般に肝は萎縮し肝全体が高度の線維化のため硬化してくる。

肝硬変で最も多いものは、 B型肝炎ウイルスあるいはC型肝炎ワイノレスによるウイ

ルス性肝硬変であり、その他自己免疫性肝炎による肝硬変、アルコール性肝硬変、胆

汁うっ帯性肝硬変、代謝性肝硬変(ウィルソン病、ヘモクロマトーシス)等がある。

(2) 肝疾患の主要症状どしては、易疲労感、全身倦怠感、腹部膨満感、発熱、食恩不振、

日匿気、 H匿吐、皮膚そう痔感、出血等の自覚症状、肝萎縮、牌腫大、浮腫、腹水、黄

痘、腹壁静脈怒張、食道静脈溜、意識障害等の他覚所見がある。
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(3) 検査成績としては、まず、血液生化学検査が行われるが、さらに、免疫学的検査、

超音波検査、 CT'MRI検査、腹腔鏡検査、上部消化管内視鏡による食道静脈溶検

査、肝血管造影等が行われる。

(4) 肝疾患での重症度判定の検査項目及び異常値の一部を示すと次のとおりである。

検査項 目 基準値

総ピリルビン

(mg/d且)
O. 3~1. 2 

血清アノレブミン

(g/ds) 
4.2~5.1 

血小板数

(万/~ s) 
13~35 

プロトロ (%) 70~130 

ンピン

時間 (PT) (秒) 1O~14 

7ルカ97ォス771J-'γ

(AL p) 0.8~2.3 

(B essey r:去)

コ1ンエステラーセ辛

(CHE) 

腹 水

目白 症(表1)

中 治療により軽快するもの

ヰ*治療により軽快しないもの

中等度の異常 高度異常

2以上3未満 3以上

2.8以上3.5未満 2.8未満

5以上 10未満 5未満

40以上50未満 40未満

4以上6未満の延長 6以上の延長

3.5以上 10未満 10以上

診療施設基準値に対し

て、明らかに病的な異

常値のもの

中等度(*) 高度(**) 

I度(*) E度以上(**) 

(注) ALP及びCHEの検査成績は、測定方法や単位により異なるので注意

すること
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表 1 昏睡度分類

昏睡度 精 神 症 状 参考事項

睡眠覚醒リズムに逆転。
あとで振り返ってみて判定で

多幸気分ときに抑うつ状態。

|だらしなく、気にとめない態度。
きる。

指南カ(時、場所)障害、
興奮状態がない。

物をとり違える (confusion)
尿便失禁がない。

異常行動
羽ばたき振戦あり。

(例:お金をまく、

E 化粧品をゴミ箱に捨てるなど)

ときに傾眠状態(普通のよびかけで開眼し

会話が出来る)

無礼な言動があったりするが、他人の
、

指示には従う態度を見せる。

しばしば奥奮状態またはせん妄状態を伴 羽ばたき振戦あり。

い、反抗的態度をみせる。 (患者の協力がえられる

E 
噌眠状態(ほとんど眠っている)。 場合)

外的刺激で開眼しうるが、他人の指示には 指南カは高度に障害。

従わない、または従えない(簡単な命令に

は応じえる)。

昏限(完全な意識の消失)。
刺激に対して、払いのける動

N 作、顔をしかめるなどがみら
痛み刺激に反応する。

れる。

V 
深昏睡

痛み刺激にもまったく反応しない。
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(5) 肝疾患による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる
ア
まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ワ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

こに の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

(6) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級
前記(4)の検査成績が高度異常を示すもので、かっ、一般状態区分

表のオに該当するもの

級
前記(4)の検査成績が中等度の異常を示すもので、かっ、一般状

2 
態区分表のエ又はウに該当するもの

級
前記(4)の検査成績が中等度の異常を示すもので、かっ、一般状態

3 
区分表のウ又はイに該当するもの

なお、障害の程度の判定に当たっては、前記(心の検査成績によるほか、他党所見、

他の一般検査及び特殊検査の検査成績、治療及び病状の経過等も参考とし、認定時の

具体的な日常生活状況等を把握して、総合的に認、定する。

(7) 食道静脈癌は、胃・食道静脈癌内視鏡所見記載基準及び治療の頻度、治療効果を参

考とし、肝機能障害と併せて、総合的に認定する0
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(8) 検査成績は、その性質上変動しやすいので、肝疾患の経過中において最も適切に病

状をあらわしていると思われる検査成績に基づいて行うものとする。

(9) 肝硬変は、その発症原因によって、病状、進行状況を異にするので、各疾患固有の

病態に合わせて認定する。

(10) 慢性肝炎は、原則として認定の対象としないが、 GOT(AST)、GPT仏1T)が長期間にわ

たって100以上の値を示し、かつ、軽易な労働以外の労働に支障がある程度のものは、

3級とする。
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第14節/血液・造血器疾患による障害

血液・造血器疾患による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

血液・造血器疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする症状

1 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

jjJJ 表
2 級

が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

別表第1
3 

加えることを必要とする程度の障害を有するもの

血液・造血器疾患による障害の程度は、自覚症状、他覚所見、検査成績、一般状態、

治療及び症状の経過等(薬物療法による症状の消長の他、薬物療法に伴う合併症等)、

具体的な日常生活状況等により、総合的に認定するものとし、当該疾病の認定の時期以

後少なくとも l年以上の療養を必要とするものであって、長期にわたる安静を必要とす

る病状が、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のものを 1級に、日常生活

が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のも

のを2級に、また、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする程

度のものを3級に該当するものと認定する。

2 認定要領

(1) 血液・造血器疾患は、医学研究の進歩によって、診断、治療法が特に著しく変化し

つつある。

したがって、血液・造血器疾患の分類は、研究渚の見解によって多少異なる分類法

がなされている。

(2) 血液・造血器疾患の主要症状としては、顔面蒼白、易疲労感、動停、息切れ、頭痛、

めまい、知覚異常、出血傾向、骨痛、関節痛等の自覚症状、発熱、黄痘、心雑音、舌の

具常、感染、出血斑、リンパ節腫大、血栓等の他党所見がある。

(3) 検査成績としては、血液一般検査、血液生化学検査、免疫学的検査、鉄代謝検査、

骨髄穿刺、血液ガス分析、超音波検査、リンパ節生検、骨髄生検、凝固系検査、染色

体分析、遺伝子分析、骨シンチグラム等がある。
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(4) 血液一般検査での検査項目及び異常値の一部を示すと次のとおりである。

異 常 イ直

検査項 目 単位 軽 度 中等度 高 度'

以上~未満 以上~未満

ヘモグロビン
g/ds 7未満9--':'10 7~9 

濃度

末
赤血球数 万/μB 300~350 200~300 200未満

中高 白血球数 個/μ且 2 ， 000~4， 000 1 ， 000~2， 000 1，000未満

血 頼粒球数 個/μ且 1 ， 000~2， 000 500~1， 000 500未満

リンパ球数 個/μ品 600~1， 000 300~600 300未満
液

血小板数 万/μ畠 5~10 2~5 2未満

有核細胞 万/μ且 5~10 2~5 2未満
骨

巨核球数 /μ且 30~50 15~30 15未満

髄
リンパ球 % 20~40 40~60 60以上

出血時 間
分 10以上6~8 8~10 

(Duke法)

A P T T 基準値の 基準値の 基準値の

(基準値)
秒

1. 5 倍~2 倍 2倍~3 倍 3倍以上

(5) 個別の各疾患に用いる検査法は、それぞれ異なっており、さらに、前記(4)に示した

検査項目の他にも免疫学的検査を中心にした様々な特殊検査があり、診断、治療法は

日々進歩している。

さらに、血液・造血器疾患の病態は、各疾患による差異に加え、個人差も大きく現

れ、病態も様々である。

したがって、検査成績のみをもって障害の程度を認定することなく、認定時の具体

的な日常生活状況等を把握して、総合的に認定するロ
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(6) 血液・造血器疾患による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる
ア
まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ワ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の 50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

こに の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日;就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

(7) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

ア 難治性貧血群(再生不良性貧血、溶血性貧血等)

障害の程度 障 害 の 状 態

A表 I欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、かっ、 B表I

欄に掲げる 1から4までのうち、 3つ以上に該当するもの(ただし、溶

1 級 血性貧血の場合は、 A表I欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見が

あり、 B表I欄の1に該当するもの)で、かつ、一般状態区分表のオに

該当するもの

A表E欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、かっ、 B表II

機に掲げる 1から4までのうち、 3つ以上に該当するもの(ただし、溶

2 級 血性貧血の場合l士、 A表E欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見が

あり、 B表E欄の1に該当するもの)で、かつ、一般状態区分表のエ又

はウに該当するもの

A表E欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、かっ、 B表m

欄に掲げる 1から4までのうち、 3つ以上に該当するもの(ただし、溶

3 級 血性貧血の場合は、 A表直欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見が

あり、 B表E欄の1に該当するもの)で、かっ、一般状態区分表のウ又

はイに該当するもの
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A表

区分

I 

E 

E 

B表

区分

I 

E 

臨 床 所 見

1 治療により貧血改善はやや認められるが、なお高度の貧血、出血傾

向、易感染症を示すもの

2 輸血をひんぱんに必要とするもの

1 治療により貧血改善はやや認められるが、なお中度の貧血、出血篠

向、易感染症を示すもの

2 輸血を時々必要とするもの

1 治療により貧血改善は少し認められるが、なお軽度の貧血、出血傾

向、易感染症を示すもの

2 輸血を必要に応じて行うもの

検 査 所 見

1 末梢血液中の赤血球像で、次のいずれかに該当するもの

(1)へモグロビン濃度が7.Og/ds未満のもの

(2)赤血球数が200万/μ且未満のもの

2 末梢血液中の白血球像で、次のいずれかに該当するもの

(1)白血球数が 1，000/μS未満のもの

(2)頼粒球数が 500/叫未満のもの

3 末梢血液中の血小板数が2万/μE未満のもの

4 骨髄像で、次のいずれかに該当するもの

(1)有核細胞が2万/μB未満のもの

(2)巨核球数が 15/μS未満のもの

(3)リンパ球が 60%以上のもの

(4)赤芽球が 5%未満のもの

1 末梢血液中の赤血球像で、次のいずれかに該当するもの

(1)へモグロビン濃度が7.0g/d且以上9.0g/d.ll未満のもの

(2)赤血球数が200万/μ且以上300万/μ品未満のもの

2 末梢血液中の白血球像で、次のいずれかに該当するもの

(1)白血球数が 1，000/μ且以上 2，000/μB未満のもの

(2)頼粒球数が 500/μ品以上 1，000/μ且未満のもの

3 末梢血液中の血小板数が2万/μ品以上5万/μ且未満のもの

4 骨髄像で、次のいずれかに該当するもの

(1)有核細胞が2万/μ品以上5万/μ且未満のもの

(2)豆核球数が 15/μ自以上30/μS未満のもの

(3)リンパ球が 40%以上60%未満のもの

(4)赤芽球が 5%以上 10%未満のもの
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E 

1 末梢血液中の赤血球像で、次のいずれかに該当するもの

(l)ヘモグロビン濃度が9.0g/dJl以上1O.0/dJl未満のもの

(2)赤血球数が 300万/μ且以上 350万/μ且未満のもの

2 末梢血液中の白血球像で、次のいずれかに該当するもの

(l)白血球数が2，000/μ且以上4，000/μ且未満のもの

(必穎粒球数が 1，000/μ且以上2，000/μ且未満のもの

3 末梢血液中の血小板数が5万/μ且以上 10万/μ且未満のもの

4 骨髄像で、次のいずれかに該当するもの

(l)有核細胞が5万/μB以上 10万/μB未満のもの

(2)巨核球数が 30/μ且以上50/μ且未満のもの

(3)リンパ球が 20%以上40%未満のもの

(4)赤芽球が 10%以上 15%未満のもの

イ 出血傾向群(血小板減少性紫斑病、凝固因子欠乏症等)

障害の程度 障 害 の 状 態

A表 I禰に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、 B表I欄に

1 級 掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があるもので、かつ、一般状態

区分表のオに該当するもの

A表E欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、 B表E欄に

2 級 掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があるもので、かつ、一般状態

区分表のエ又はウに該当するもの

A表E欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、 B表直欄に

3 級 掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があるもので、かつ、一般状態

区分表のウ又はイに該当するもの

A表

区分 臨 床 所 見

1 高度の出血傾向又は関節症状のあるもの
I 
2 凝固因子製剤をひんぱんに翰注しているもの

1 中度の出血傾向又は関節症状のあるもの
E 
2 凝固因子製剤を時々輸注しているもの

1 軽度の出血傾向又は関節症状のあるもの
E 
2 凝固因子製剤を必要に応じ輸注しているもの

.77. 



B表

区分 検 査 所 見

1 出血時間(デューク法)が 10分以上のもの

I 2 APTTが基準伎の3倍以上のもの

3 血小板数が2万/μB未満のもの

1 出血時間(デューク法)が8分以上10分未満のもの

E 2 APTTが基準値の2倍以上3倍未満のもの

3 血小板数が2万/μ品以上5万/μ且未満のもの

1 出血時間(デューク法)が6分以上8分未満のもの

E 2 APTTが基準値の1.5倍以上2倍未満のもの

3 血小板数が5万/μ且以上 10万/μ且未満のもの

ウ 造血器腫蕩群(白血病、悪性リンパ種、多発性骨髄腫等)

障害の程度 障 害 の 状 態

A表 I欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、 B表 I欄に

1 級 掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があるもので、かっ、一般状態

区分表のオに該当するもの

A表E欄に掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があり、 B表E欄に

2 級 掲げるうち、いずれか1つ以上の所見があるもので、かっ、一般状態

区分表のエ又はワに該当するもの

3 級
A表直欄に掲げる所見があり、 B表直欄に掲げる所見があるもので、

かつ、一般状態区分表のウ又はイに該当するもの

A表

区分 臨 床 所 見

1 発熱、骨・関節痛、るい痩、貧血、出血傾向、リンパ節腫脹、易感

染症、肝牌腫等の著しいもの
I 
2 輸血をひんぱんに必要とするもの

3 急性転化の症状を示すもの

1 発熱、骨・関節痛、るい痩、貧血、出血傾向、リンパ節腫脹、易感

染症、肝牌腹等のあるもの
E 
2 輸血を時々必要とするもの

3 容易に治療に反応せず、増惑をきたしやすいもの

皿 治療に反応するが、肝牌腫を示しやすいもの
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B表

区分 検 査 所 見

1 病的細胞が出現しているもの

2 末梢血液中の赤血球数が 200万/μ且未満のもの

3 末梢血液中の血小板数が2万/μ品未満のもの

I 4 末梢血液中の正常穎粒球数が 500/μ且未満のもの

5 司末梢血液中の正常リンパ球数が 300/μ品未満のもの

6 C反応性タンパク (CRP)の陽性のもの

7 乳酸脱水酵素 (LDH)の上昇を示すもの

1 白血球数が正常化し難いもの

2 末梢血液中の赤血球数が 200万/μ品以上300万/μ且未満のもの

E 3 末梢血液中の血小板数が2万/μ且以上5万/μB未満のもの

4 末梢血液中の正常穎粒球数が 500/μ品以上 1，000/μ且未満のもの

5 末梢血液中の正常リンパ球数が 300/μ品以上600/μ且未満のもの

E 白血球が増加しているもの

(8) 検査成績は、その性質上変動しやすいものであるので、血液・造血器疾患による障

害の程度の判定に当たっては、最も適切に病状をあらわしていると思われる検査成績

に基づいで行うものとする。

(9) 急性転化では、その発症の頻度、寛解に至るまでの経過を参考にじて認定する。

(10)血液・造血器疾患は、一般検査、特殊検査の検査成績等を参考とし、認定時の具体

的な日常生活状況等を把握して、総合的に認定する。
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第15節/代謝疾患による障害

代謝疾患による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

代謝疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
級
が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

、2
活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

3 
加えることを必要とする程度の障害を有するもの別表第1

代謝疾患による障害の程度は、合併症の有無及びその程度、代謝のコントロール状態、

治療及び症状の経過、具体的な日常生活状況等を十分考慮し、総合的に認定するものと

し、当該疾病の認定の時期以後少なくとも 1年以上の療養を必要とするものであって、

長期にわたる安静を必要とする病状が、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程

度のものを 1級に、日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加え

ることを必要とする程度のものを2級に、また、労働が制限を受けるか又は労働に制限

を加えることを必要とする程度のものを3級に該当するものと認定する。

2 認定要領

(1) 代謝疾患は、糖代謝、脂質代謝、蛋白代謝、尿酸代謝、その他の代謝の異常に分け

られるが、認定の対象となる代謝疾患による障害は糖尿病が圧倒的に多いため、本節

においては、糖尿病の基準を定める。

(2) 糖尿病による障害の程度は、合併症の有無及びその程度、代謝のコントロール状態、

治療及び症状の経過、具体的な日常生活状況等を十分考慮し、・総合的に認定する。

(3) 糖尿病とは、その原因のいかんを問わず、インスリンの作用不足に基づく糖質、脂

質、タンパク質の代謝異常によるものであり、その中心をなすものは高血糖である。

糖尿病患者の血糖コントロール不良状態が長年にわたると、糖尿病性網膜症、糖尿

病性腎症、糖尿病性神経障害、糖尿病性動脈閉塞症等の慢性合併症が発症、進展する

こととなる。

糖尿病の認定は、血糖ロココントロール状態そのものの認定もあるが、多くは糖尿病

合併症に対する認定である。
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(4) 血糖のゴントロールの良否については、インスリン治療時におけるHbAlc及び空

腹時血糖値を参考とすることとし、 HbAlcが8.0%以上及び空腹時血糖値が

140mg/ds以上の場合にコントロールの不良とされる。

(5) 糖尿病による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる
ア
まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ウ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の 50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

こに の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

(6) 糖尿病については、次のものを認定する。

ア インスリンを使用しでもなお血糖のコントロールの不良なものは、 3級と認定す

る。

イ 合併症の程度が、認定の対象となるもの

なお、血糖が治療、一般生活状態の規制等によりコントロールされている場合には、

認定の対象とならない。

(7) 糖尿病性網膜症を合併したものによる障害の程度は、本章「第1節 眼の障害Jの

認定要領により認定する。

(8) 糖尿病性腎症を合併したものによる障害の程度は、本章「第 12節 腎疾患による障

害jの認定要領により認定する。

(9) 糖尿病性神経障害は、激痛、著明な知覚の障害、重度の自律神経症状等があるもの

は、本章「第9節神経系統の障害Jの認定要領により認定する。

ア 単なる療れ、感覚異常は、認、定の対象とならないロ

イ 糖尿病性神経障害が長期間持続するものは、 3級に該当するものと認定する。

(10)糖尿病性動脈閉塞症は、運動障害を生じているものは、本章「第7節 肢体の障害」

の認定要領により認定する。

(n)その他の代謝疾患は、合併症の有無及びその程度、治療及び症状の経過、一般検査

及び特殊検査の検査成績、認定時の具体的な日常生活状況等を十分考慮して、総合的

に認定する。
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第16節/悪性新生物による障害

悪性新生物による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

t 

悪性新生物による障害につおては、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
級
が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

2 
活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度もの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

3 
別表第1 加えることを必要とする程度の障害を有するもの

悪性新生物}こよる障害の程度は、組織所見主その悪性度、一般検査及び特殊検査、画

像検査等の検査成績、転移の有無、病状の経過と治療効果等を参考にして、具体的な日

常生活状況等により、総合的に認定するものとし、当該疾病の認定の時期以後少なくと

も1年以上の療養を必要とするものであって、長期にわたる安静を必要とする病状が、

日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のものを1級に、日常生活が著しい制

限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものを2級に、

また、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする程度のものを

3級に該当するものと認定する。

2 認定要領

(1) 悪性新生物は、全身のほとんどの臓器に発生するため、現れる病状は様々であり、

それによる障害も様々である。

(2) 悪性新生物の検査には、一般検査の他に、組織診断検査、短蕩マーカー検査、超音

波検査、 X線CT検査、 MRI検査、血管造影検査、内視鏡検査等がある。

(3) 悪性新生物による障害は、次のように区分する。

ア 悪性新生物そのもの(原発巣、転位巣を含む。)によって生じる局所の障害

イ 悪性新生物そのもの(原発巣、転位巣を含む。)による全身の衰弱又は機能

の障害

ウ 悪性新生物に対する治療の効果として起こる全身衰弱又は機能の障害
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(4) 悪性新生物による障害の程度を一般状態区分表で示すと次のとおりである。

一般状態区分表

区分 般 状 態

ア
無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる

まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ウ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の 50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

こ巳 の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

(5) 悪性新生物による障害の程度は、基本的には認定基準に掲げられている障害の状態

を考慮するものであるが、各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次の

とおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級 著しい衰弱i又は障害のため、一般状態区分表のオに該当するもの

2 級 衰弱又は障害のため、一般状態区分表のエ又はウに該当するもの

3 級 著しい全身倦怠のため、一般状態区分表のワ又はイに該当するもの

(6) 悪性新生物そのものによるか又は悪性新生物に対する治療の結果として起こる障害

の程度は、本章各節の認定要領により認定する。

(7) 悪性新生物による障害の程度の認定例は、 (5)に示したとおりであるが、全身衰弱と

機能障害とを区別して考えることは、悪性新生物としう疾患の本質から、本来不自然

なことが多く、認定に当たっては組織所見とその悪性度、一般検査及、び特殊検査、画

像診断等の検査成績、転移の有無、病状の経過と治療効果等を参考とし、認定時の具

体的な日常生活状況等を把握して、総合的に認定する。

(8) 転移性悪性新生物は、原発とされるものと組織上一致するか否か、転移であること

を確認できたものは、相当因果関係があるものと認められる。
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第 1'l節/高血圧症による障害

高血圧症による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

高血圧症による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
2 級

が前各号と間程度以上と認められる状態であって、日常生

活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

3 
別表第1 加えることを必要とする程度の障害を有するもの

高血圧症による障害の程度は、自覚症状、他覚所見、一般状態、血圧検査、血圧以外

の心血管病の危険因子、脳、心臓及び腎臓における高血圧性臓器障害並びに心血管病の

合併の有無及びその程度等、眼底所見、年齢、原因(本態性又は二次性)、治療及び症

状の経過、具体的な日常生活状況等を十分考慮し、総合的に認定するものとし、当該疾

病の認定の時期以後少なくとも 1年以上の療養を必要とするものであって、長期にわた

る安静を必要とする病状が、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のものを

1級に、日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必

要とする程度のものを2級に、また、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えるこ

とを必要とする程度のものを3級に該当するものと認定する。

2 認定要領

(1) 高血圧症とは、おおむね降圧薬非服用下で最大血圧が 140町田g以上、最小血圧が 90

皿nHg以上のものをいう。

(2) 高血圧症により脳の障害を合併したものによる障害の程度は、本章「第8節精神

の障害j及び「第9節神経系統の障害Jの認定要領により認定する。

(3)高血圧症により心疾患を合併したものによる障害の程度は、本章「第 11節心疾患

による障害」の認定要領により認定する。

(4)高血圧症により腎疾患を合併したものによる障害の程度は、木章「第 12節腎疾患

による障害」の認定要領により認定する。

(5) 悪性高血圧症は1級と認定する。

この場合において「悪性高血圧症j とは、次の条件を満たす場合をいう。

ア 高い拡張期性高血圧(通常最小血圧が 120凹剖g以上)
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イ 眼底所見で、 Keith -Wagener分類E群以上のもの

ワ 腎機能障害が急激に進行し、放置すれば腎不全にいたるロ
エ 全身症状の急激な悪化を示し、血圧、腎障害の増悪とともに、脳症状や心不全を

多く伴う。

(6) 1年内の一過性脳虚血発作、動脈硬化の所見のほかに出血、白斑を伴う高血圧性網

膜症を有するものは2級と認定する。

(7) 頭痛、めまい、耳鳴、手足のしびれ等の自覚症状があり、 l年以上前に一過性脳虚

血発作のあったもの、限底に著明な動脈硬化の所見を認、めるものは3級と認定する。

(8) 大動脈解離や大動脈濯を合併した高血圧は3級と認定する。なお、症状、具体的な

日常生活状況等によっては、さらに上位等級に認定する。

(9) 動脈硬化性末梢動脈閉塞症を合併した高血圧で、運動障害を生じているものは、

本章「第7節 肢体の障害」の認定要領により認定する。

(10)単に高血圧のみでは認定の対象とならない。
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第18節/その他の疾患による障害

その他の疾患による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

その他の疾患による障害については、次のとおりである。

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

1 級 が前各号と間程度以上と認められる状態であって、日常生

国年令 活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状

別 表
2 級

が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生 l

活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの

厚年令
級
身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を

3 
加えることを必要とする程度の障害を有するもの別表第1

。

その他の疾患による障害の程度は、全身状態、栄養状態、年齢、術後の経過、予後、

原疾患の性質、進行状況等、具体的な日常生活状況等を考慮し、総合的に認定するもの

とし、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状があり、日常生活の用

を弁ずることを不能ならしめる程度のものを l級に、日常生活が著しい制限を受けるか

又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものを2級に、また、労働

が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする程度のものを3級に該当す

るものと認定する。

2 認定要領

(1) その他の疾患による障害は、本章「第1節 限の障害Jから「第 17節高血圧症に

よる障害Jにおいて取り扱われていない疾患、を指すものであるが、木節においては、

腹部臓器・骨盤臓器の術後後遺症及びいわゆる難病並びに臓器移植の取扱いを定める。

(2) 腹部臓器・骨盤臓器の術後後遺症

ア 腹部臓器・骨盤臓器の術後後遺症とは、胃切除によるダンピング症候群等、短絡

的腸吻合術による盲管症侯群、虫垂切除等による癒着性腸閉塞又は癒着性腹膜炎、

腸ろう等をいう。

イ 腹部臓器・骨盤臓器の術後後遺症の障害の程度は、全身状態、栄養状態、年齢、

術後の経過、予後、原疾患の性質、進行状況、具体的な日常生活状況等を考慮し、

総合的に認定するものとする。

(3) 人工庇門、新勝脱

ア 人工目工門又は新勝脱を造設したもの若しくは尿路変更術を施したものは、 3級と

認定する。
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なお、次のものは、 2級と認定する。

(ア) 人工紅門を造設し、かつ、新膝枕を造設したもの又は尿路変更術を施したもの

(イ) 人工目工門を造設し、かつ、完全排尿障害(カテーテノレ留置又は自己導尿の常時

施行を必要とする)状態にあるもの

なお、全身状態、術後の経過及び予後、原疾患の性質、進行状況等により総合

的に判断し、さらに上位等級に認定する。

イ 障害の程度を認定する時期は、人工』工門、新勝脱又は尿路変更術を施した日

(初診日から起算して 1年6月以内の日に限る。)とする。

(4) いわゆる難病については、その発病の時期が不定、不詳であり、かつ、発病は緩徐

であり、ほとんどの疾患は、臨床症状が複雑多岐にわたっているため、その認定に当

たっては、客観的所見に基づいた日常生活能力等の程度を十分考慮して総合的に認定

するものとする。

なお、厚生労働省研究班や関係学会で定めた診断基準、治療基準があり、それに該

当するものは、病状の経過、治療効果等を参考とし、認定時の具体的な日常生活状況

等を把握して、総合的に認定する。

(5) 障害の程度は、一般状態が次表の一般状態区分表のオに該当するものは1級に、同

表のエ又はワに該当するものは2級に、同表のワ又はイに該当するものは3級におお

むね相当するので、認定に当たっては、参考とする。

一般状態区分表

区分 般 状 態

無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふる
ア
まえるもの

イ
軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や座業は

できるもの 例えば、軽い家事、事務など

ウ
歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助が必要なこともあり、

軽労働はできないが、日中の 50%以上は起居しているもの

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で、日中

ここ の50%以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな

ったもの

オ
身のまわりのこともできず、常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるもの

(6) 本章「第1節眼の障害Jから「第 17節高血圧症による障害」及び本節に示され

ていない障害及び障害の程度については、その障害によって生じる障害の程度を医学

的に判断し、最も近似している認定基準の障害の程度に準じて認定する。

(7) 臓器移植の取扱い

ア 臓器移植を受けたものに係る障害認定に当たっては、術後の症状、治療経過及び
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検査成績等を十分に考慮して総合的に認定する。

イ 障害等級に該当するものが、臓器移植を受けた場合は、臓器が生着し、安定的に

機能するまでの問、少なくとも 1年間は従前の等級とする。

なお、障害等級が3級の場合は、 2年間の経過観察を行う。
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第 19節/重複障害

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合の障害の程度は、次に

より認定する。

1 認定基準

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重

1 級 複する場合であって、その状態が前各号と同程度以

国年令別表
上と認められる程度のもの

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重

2 級 複する場合であって、その状態が前各号と同程度以

上と認められる程度のもの

身体の機能に、労働が著しい制限を受けるか、又は

労働に著しい制限を加えることを必要とする程度の
厚

障害を残すもの

精神又は神経系統に、労働が著しい制限を受けるか、

別表第1 3 級 又は労働に著しい制限を加えることを必要とする

程度の障害を残すもの

年 身体の機能又は精神若しくは神経系統に、労働が制

限を受けるか、又は労働に制限を加えることを必要

とする程度の障害を有するもの

身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に

制限を加えることを必要とする程度の障害を残すも

メ% の
別表第2 障害手当金

精神又は神経系統に、労働が制限を受けるか、又は

労働に制限を加えることを必要とする程度の障害を

残すもの

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が

日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のものを 1級に、日常生活が著しい制

限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものを2級に、

労働が著しい制限を受けるか又は労働に著しい制限を加えることを必要とする程度の障

害を残すもの、及び労働が制限を受けるか又は労働に制限を加えることを必要とする

程度の障害を有するものを3級に、また、労働が制限を受けるか又は労働に制限を加え

ることを必要とする程度の障害を残すものを障害手当金に該当するものと認定する。
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2 認定要領

障害が重複する場合の障害の程度の認定は、「第2章 併合等認定基準Jにより判定

する。
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第2章 併合等認定基準



第 1 一般的事項

第1節/基本的事項

2つ以上の障害がある場合の障害の程度の認定は、次による。

1 併合(加重)認定

併合(加重)認定は、次に掲げる場合に行う。

(1) 障害認定日において、認定の対象となる障害が 2つ以上ある場合(併合認定)

(2) rはじめて 2級Jによる障害基礎年金又は障害厚生年金を支給すべき事由が生じた

場合(併合認定)

(3) 障害基礎年金受給権者及ひ会障害厚生年金受給権者(障害等級が 1級若しくは2級の

場合に限る。)に対し、さらに障害基礎年金または障害厚生年金(障害等級が 1級若

しくは2級の場合に限る。)を支給すべき事由が生じた場合(加重認定)

(4) 併合認定の制限

同一部位に複数の障害が併存する場合、併合認定の結果が国年令別表、厚年令別表

第 1又は厚年令別表第2に明示されているものとの均衡を失する場合には、明示され

ている等級を超えることはできない。

2 総合認定

内科的疾患の併存している場合及び前章の認定要領において特に定めている場合は、

総合的に認定する。

3 差引認定

(1) 障害認定の対象とならない障害(以下「前発障害」という。)と同一部伎に新たな

障害(以下「後発障害」という。)が加わった場合は、現在の障害の程度から前発障

害の障害の程度を差し号11，、て認定する。

(2) 同一部位とは、障害のある箇所が同一であるもの(上肢又は下肢については、それ

ぞれ1側の上肢又は下肢)のほか、その箇所が岡ーでなくても眼又は耳のような相対

性器官については、両側の器官をもって同一部位とする。

(3) rはじめて2級による年金」に該当する場合には、適用しない。

-91 -



第2節/併合(加重)認定

1 2つの障害が併存する場合

個々の障害について、併合判定参考表(別表1)における該当番号を求めた後、当該

番号に基づき併合〔加重〕認定表(別表2)による併合番号を求め、障害の程度を認定

する。

[認定例]

右手のおや指及びひとさし指を併せー上肢の4指の用を廃し、両眼の視力が O.1に

なった場合

併合判定参考表によれば次のとおりである。

部位 障 害 の 状 態 併合判定参考表

右手の障害
右手のおや指及びひどさし指を併せー上肢の"4指の用を

7号」ー5
廃したもの

両限の障害 両眼の視力の和が O.1以下に減じたもの 6号」ー1

併合(加重)認定表により、上位の障害6号と下位の障害7号の併合番号4号を求

め、 2級と認定する。

2 3つ以上の障害が併存する場合

併合判定参考表の「障害の状態」に該当する障害を対象とし、次により認定する。

(1)併合判定参考表から各障害についての番号を求める。

(2) (1)により求めた番号の最下位及びその直近位について、併合(加重)認定表により、

併合番号を求め、以下順次、その求めた併合番号と残りのうち最下位のものとの組合

せにより、最終の併合番号を求め認定する。

[認定例]

左下肢を大腿部から切断し、両日毘の視力がO.1になり、右上肢のひとさし指、なか

指及び小指を近位指節間関節より切断し、さらに、左上肢のおや指を指節間関節より

切断じた場合
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併合判定参考表によれば、次のとおりである。

部位 障 害 の 状 態 併合判定参考表

左下肢の障害 一下肢を足関節以上で欠くもの 4号一6

両眼の障害 両日毘の視力の和が O.1以下に減じたもの 6号」ー1

右手の障害
ひとさし指を併せー上肢の3指を近位指節間関節

7号一4
以上で欠くもの

左手の障害 一上肢のおや指を指節間関節以上で欠くむの 9号」ー8

併合(加重)認定表により、 3位の障害7号と 4位の障害9号の併合番号7号を求

め、次に同表により、これと 2位の障害6号との併合番号4号を求め、さらに同表に

より、これと 1位の障害4号との併合番号1号を求め1級と認定する。

3 併合認定の特例

(1)併合(加重)認定の対象となる障害の程度が、国年令別表〈厚年令別表第l、厚年

令別表第2に明示されている場合又は併合判定参考表に明示されている場合は、併合

(加重)認定の結果にかかわらず、同令別表等により認定する。

[認定例1]

左下肢の 5N止を失った後、さらに右下肢の5祉を失った場合

併合判定参考表によれば、次のとおりである。

部位 ， 障 害 の 状 態

左足ゆび
一下肢の5祉を中足祉節関節以上で欠くもの

の 障 害

右足ゆび
一下肢の 5N止を中足Ji!l上節関節以上で欠くもの

の 障 害

併合判定参考表

8号」ー11 

8号」ー11 

併合(加重)認定表により併合すると、併合番号7号となり、障害等級は3級となるが、

国年令別表の2級11号に「両下肢のすべての指を欠くものJと明示されているので、併合

認定の結果にかかわらず、 2級と認定する。

[認定例2]

右上肢のおや指及びひとさし指と、左上肢の小指以外の4指の用を廃したものに、

さらに右上肢のおや指及びひとさし指以外の3指と、左上肢の小指の用を廃した場合
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併合判定参考表によれば、次のとおりである。

部位 障 害 の 状 態 併合判定参考表

右手の障害 一上肢のおや指及びひとさし指の用を廃したもの 8号-9

左手の障害
おや指及びひとさし指を併せー上肢の4指の用を

7号一5
廃したもの

右手の障害
おや指及びひとさし指以外の一上肢の3指の用を

10号)ー13 
廃したもの

左手の障害 一上肢の小指の用を廃したもの

すでにある障害について、併合(加重)認定表により併合し、併合番号7号となり、障

害等級3級となっているものに、さらに、併合判定参考表の 10号に該当する障害と併合

判定参考表に明示されていない程度の障害が加わったものであるが併合判定参考表の2級

3号-3の「両上肢のすべての指の用を廃したもの」に該当するので、併合認定の結果に

かかわらず2級と認定する。

(2)併合(加重)認定の結果が、国年令別表、厚年令別表第1又は厚年令別表第2に明

示されているものとの均衡を失する場合

同一部位に障害が併存する場合に生じることがあるが、国年令JJIJ表、厚年令JJIJ表第

1又は厚年令別表第2に明示されているものとの均衡を失うことのないよう認定する。

[認定例1]

左手関節が用を廃し、左肘関節に著しい障害が併存する場合

併合判定参考表によれば、次のとおりである。

部イ立 障 害 の 状 態

左手関節の障害
一上肢の1大関節のうち、 1関節の用を廃し

たもの

左肘関節の障害
一上肢の3大関節のうち、 1関節に著しい機

能障害を残すもの
L一一

併合判定参考表

8号一3

10号ー5

併合(加重)認定表により併合すると、併合番号7号となり、障害等級は3級とな

るが、厚年令別表第1の3級5号に「ー上肢の3大関節のうち、 2関節の用を廃した

ものJと明示されており、上肢の障害で3級となるための障害の程度は、原則として

併合判定参考表8号以上の障害が併存している場合であるので、併合判定参考表の8
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号と 9号との障害が併存している場合を除き、併合認定の結果にかかわらず、障害手

当金と認定する。

[認定例2]

左足関節が強直L、左下肢が4センチメートル短縮している場合

併合判定参考表によれば、次のとおりである。

部位 障 害 の 状 態

左足関節の障害
一下肢の3大関節のうち、 1関節の用を廃

したもの

左下肢の短縮障害 一下肢を3センチメートル以上短縮したもの

併合判定参考表

8号一4

1 0号ー7

併合(加重)認定表により併合すると、併合番号7号となり、障害等級は3級とな

なるが、厚年令別表第lの3級6号に「ー下肢の3大関節のうち、 2関節の用を廃したも

の」と明示されており、下肢の障害で3級となるための障害の程度は、原則として併

合判定参考表8号以上の障害が併存している場合であるので、併合判定参考表の8号

と9号との障害が併存している場合を除き、併合判定の結果にかかわらず、障害手当

金と認定する。
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第3節/総合認定

認定の対象となる内科的疾患が併存している場合については、併合(加重)認定の取

扱いは行わず、総合的に判断して認定する。

第4節/差引認定

1 現在の障害の状態の活動能力減退率から前発障害の前発障害差引活動能力減退率を差

し引いた残りの活動能力減退率(以下「差引残存率」という。)に応じて、差引結果認、

定表により認定する。

2 後発障害の障害の状態が、併合判定参考表に明示されている場合、その活動能力減退

率が差引残存率より大であるときは、その明示されている後発障害の障害の状態の活動

能力減退率により認定する。

3 rはじめて2級による年金Jに該当する場合は、適用しない。
[認定例]

厚生年金保険に加入する'前に、右手のおや指の指節間関節及び小指の近位指節間関

節 (pI P)より切断していた者が、厚生年金保険に加入後、事故により右手のひと

さし指、なか指及びくすり指を近位指節間関節 (pI p) より切断した場合

併合判定参考表によれば、次のとおりである。

活動能力減退率

障 害 の 状 態 併合判定参考表 前発障害差引

活動能力減退率

一上肢の5指を近位指節間関節

現在の障害 (おや指にあっては指節間関 6号ー-7 67% 
節)以上で欠くもの

一上肢のおや指を指節間関節で

前発障害
欠き、かっ、ひとさし指以外の

8号」ー8 18% 
1指を近位指節間関節以上で欠

くもの

ひとさし指を併せー上肢の 3指

後発障害 を近位指節間関節以上で欠くも 7号ー-4 56% 

の

1により差引認定すると差引残存率は、 67%-18%=49%となり、差引結果認定表

により認定すれば、障害手当金該当となるが、後発障害のみの活動能力減退率は56%

であり、差引残存率より大であるため後発障害の活動能力減退率により厚年令別表第

lの3級と認定する。
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別表1 併合判定参考表

障害の 番 区
障 害 状 態の

程度 号 分

1 両DIJ!が失明したもの

2 両耳の平均純音穂、カレベル健が 100デシベル以上のもの

3 両上肢を肘関節以上で欠くもの

4 両上肢の用を全く廃したもの

1 1 5 両下肢を膝関節以上で欠くもの

6 両下肢の用を全く廃したもの

体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がるこ
7 
とができない程度の障害を有するもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が日
、8
常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの

精神の障害で日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度

級 号
9 
のもの

10 河眼の視力の和が 0.04以下のもの

11 両上肢のすべての指を基部から欠き、有効長が0のもの

12 両上肢のすべての指の用を全く廃したものを

13 雨下肢を足関節以上で欠くもの

1 両眼の視カの和が0.05以上0.08以下のもの

2 2 平衡機能に著しい障害を有するもの

3 そしゃくの機能を欠くもーの

2 
4 音声又は言語の機能に著しい障害を有するもの

両上肢のすべての指を近位指節間関節(おや指にあっては指節
5 

号 間関節)以上で欠くもの

6 体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの

1 両耳の平均純音聴力レベル値が90デシベル以上のもの

両耳の平均純音聴カレベノレ値が80デシベル以上で、かっ、最良
3 2 

語音明瞭度が 30%以下のもの

3 同上肢のすべての指の用を廃したもの
級

両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を基部から欠き、有効
4 

号
長がOのもの

5 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の用を全く廃したもの

6 両下肢をリスフラン関節以上で欠くもの
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1 一上肢のすべての指を基部から欠き、有効長が0ものも

2 一上肢の用を全く廃じたもの
2 A 

一上肢のすべての指の用を全く廃したもの3 

4 両下肢の 10祉を中足sJ!:節関節以上で欠くもの

5 一下肢の用を全く廃したもの

6 一下肢を足関節以上で欠くもの

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が、

7 日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限

級 7ロ7 
を加えることを必要とする程度のもの

精神の障害で日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活
8 
に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの

1 両眼の視力がそれぞれ0.06以下のもの

一眼の視カが 0.02以下に減じ、かつ、他眼の視力が 0.1以下に
5 2 

減じたもの

3 両耳の平均純音聴カレベル値が80デシベノレ以上のもの
号

両耳の平均純音聴力レベル値が 50デシベノレ以上80デシベル未満
4 

3 で、かつ、最良語音明瞭度が 30%以下のもの

1 両眼の視カが0.1以下に減じたもの

2 そしゃく又は言語の機能に相当程度の障害を残すもの

6 3 脊柱の機能に著しい障害を残すもの

4 一上肢の3大関節のうち、 2関節の用を廃したもの

5 一下肢の3大関節のうち、 2関節の用を廃したもの

6・岡上肢のおや指を基部から欠き、有効長がOのもの
級 一上肢の5指又はおや指及びひとさし指を併せー上肢の4指を

7 近位指節間関節(おや指にあっては指節間関節)以上で欠くのも

の

号 8 一上肢のすべての指の用を廃したもの

9 
一上肢のおや指及びひとさし指を基部から欠き、有効長がOの

もの
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1 両耳の平均純音聴力レベル値が 70デシベノレ以上のもの

両耳の平均純音聴カレベル値が 50デシベル以上で、かつ、最良
2 
語音明瞭度が 50%以下のもの

3 長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害を残すもの
3 7 

一上肢のおや指及びひとさし指を近位指節間関節(おや指にあ

つては指節間関節)以上で欠くもの、又はおや指若しくはひと
4 
さし指を併せー上肢の3指を近位指節間関節(おや指にあって

は指節間関節)以上で欠くもの

5 おや指及びひとさし指を併せー上肢の4指の用を廃したもの

6 一下肢をリスファン関節以上で欠くもの

級 号
7 両上肢の 10~J1:の用を廃したもの

8 
身体の機能に労働が著しい制限を受けるか、又は労働に著しい♂

制限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの

9 
精神又は神経系統に労働が著しい制限を受けるか、又は労働に

著しい制限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの、

1 一眼の視カが 0.02以下に減じたもの
3 障

2 脊柱の機能に障害を残すもの

害 8 3 一上肢の3大関節のうち、 1関節の用を廃したもの

4 一下肢の3大関節のうち、 1関節の用を廃したもの
手

5 一下肢が5センチメートル以上短縮じたもの

当 6 一上肢に偽関節を残すもの
級

7 一下肢に偽関節を残すもの金

一上肢のおや指を指節間関節で欠き、かっ、ひとさし指以外の
8 

( 1指を近位指節間関節以上で欠くもの
( 

9 一上肢のおや指及びひとさし指の用を廃したもの
治
1台 おや指又はひとさし指を併せー上肢の3指以上の用を廃したも

ら 10 
の

てコ

な
号
11 一下肢の51!止を中足祉節関節以上で欠くもの

た 精神又は神経系統に労働が制限を受けるか、又は労働に制限を
b 、 12 

加えることを必要とする程度の障害を残すものも

も 1 両阪の視カが 0.6以下に減じたもの
の

一眼の視カが0.06以下に減じたもの
の 9 

2 
) 

両限のまぶたに著しい欠損を残すもの
) 

3 

号
両眼による視野が2分の1以上欠損したもの又は両眼の視野が

4 
10度以内のもの
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5 一耳の平均純音聴カレベル値が 90デシベノレ以上のもの

6 そしゃく及び言語の機能に障害を残すもの

7 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの

3 障 9 8 一上肢のおや指を指節間関節以上で欠くもの

9 一上肢のおや指の用を全く廃したもの

害 ひとさし指を併せー上肢の2指を近位指節間関節以上で欠くも
10 
の

手
おや指及びひとさし指以外のー上肢の3指を近位指節間関節以

11 
上で欠くもの

号 12 一上肢のおや指を併せ2指の用を廃したもの
当

一下肢の第正祉を併せ2以上の祉を中足l!JI:節関節以上で欠くも
13 
の

級 金 14 一下肢の5JiJ止の用を廃したもの

1 一眼の視力が 0.1以下に減じたもの

2 両日昆の調整機能及び輯鞍機能に著しい障害を残すもの
( ( 

1台 1台 3 一耳の平均純音聴カレベノレ値が 80デシベル以上のもの

10 4 そしゃく文は言語の機能に障害を残すもの
ら てコ

5 一上肢の3大関節のうち、 1関節に著しい機能障害を残すもの

な た 6 一下肢の3大関節のうち、 1関節に著しい機能障害を残すもの

7 一下肢を3センチメートル以上短縮したもの
し、 も

8 長管状骨に著しい転位変形を残すもの

も の 9 一上肢のひとさし指を近位指節間関節以上で欠くもの
) 

の おや指及びひとさし指以外のー上肢の2指を近位指節間関節以
10 

) 上で欠くもの

11 一上肢のおや指の用を廃したもの

12 ひとさし指を併せー上肢の2指の用を廃したもの
アロf 
13 おや指及びひとさし指以外のー上肢の3指の用を廃したもの

14 一下肢の第u止又は他の4祉を中足N.d:節関節以上で欠くもの
身体の機能に労働が制限を受けるか、又は労働に制限を加える

15 
ことを必要とする程度の障害を残すもの
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1 両眼の調節機能又は運動機能に著しい障害を残すもの

2 雨眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの

11 3 一眼のまぶたに著しい欠損を残すもの

4 一耳の平均純音聴力レベル値が 70プシベノレ以上のもの

5 一上肢のなか指又はくすり指を近位指節間関節以上で欠くもの

日 一上肢のひとさし指の用を廃したもの

号 7 おや指及びひとさし指以外のー上肢の2指の用を廃したもの

B 第u止を併せーア肢の 2~止以上の用を廃したもの

1 一眼の調節機能に著しい障害を残すもの

2 一眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの

3 一上肢の3大関節のうち、 1関節に機能障害を残すもの

12 4 一下肢の3大関節のうち、 1関節に機能障害を残すもの

.5 長管状骨lと奇形を残すもの

6 一上肢のなか指又はくすり指の用を廃したもの

7 一下肢の第1陛又は他の4祉の用を廃したもの

8 一下肢の第2祉を中足陛節関節以上で欠くもの

号 9 第2祉を併せ一下肢の2JlJl:を中足枇節関節以上で欠くもの

10 一下肢の第3世以下の3祉を中足止節関節以上で欠くもの

11 局部に頑固な神経症状を残すも'の

1 一眼の視カが0.6以下に減じたもの

2 一眼の半盲症、視野狭窄又は視野変状を残すもの

3 両眼のまぶたの一部に欠損を残すもの

13 4 一上肢の小指を近位指節間関節以上で欠くもの

5 一上肢のおや指の指骨の一部を欠くもの

6 一上肢のひとさし指の指骨の一部を欠くもの

一上肢のひとさし指の遠位指節間関節の屈伸が不能になったも
7 
の

8 一下肢を1センチメートル以上短縮したもの

一下肢の第3陛以下の1又は2祉を中足肱節関節以上で欠くも
9 
の

で口f 
10 一下肢の第2祉の用を廃したもの

11 第2祉を併せー下肢の2JlJl:の用を廃したもの

12 一下肢の第3JlJl:以下の3JlJl:の用を廃したもの
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別表2 併合(加重)認定表

2 級 3 級 障害手当金

2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号 9号 10号 11号 12号 13号

2 2号 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 

3号 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 

級 4号! 1 1 1 1 2 2 4 4 4 4 4 4 

3 5号 1 1 1 3 4 4 5 5 5 5 5 ， 5 

6号 2 2 2 4 4 4 6 6 6 6 6 6 

級 7号 2 2 2 4 4 6 7 7 7 7 7 7 

金害手障当

8号 2 2 4 5 6 7 7 7 7 8 8 8 

9号 2 2 4 5 6 7 7 7 8 9 9 9 

10号 2 2 4 5 6 7 7 8 9 10 10 10 

11号 2 2 4 5 E 7 8 9 10 10 10 10 

12号 2 2 4 5 6 7 8 9 10 10 11 12 

13号 2 2 4 5 6 7 8 9 10 10 12 

注1 表頭及び表側の2号から 13号までの数字は、併合判定参考表(別表1)の各番号を示す。

注2 表中の数字(1号から 12号まで)は、併合番号を示し、障害の程度は、次の表のとおりで

ある。

注3 次に掲げる障害をそれぞれ併合した場合及び次の障害と併合判定参考表の5号ないし7号

の障害と併合した場合は、併合認定表の結果にかかわらず、次表の併合番号4号に該当する

ものとみなす。

① 両上肢のおや指の用を全く廃したもの

② 一上肢のおや指及び中指を基部から欠き、有効長がOのもの

③ 一上肢のおや指及びひとさし指又は中指の用を全く廃したもの

併合番号 障害の程度

1 号 国年令別表 1級

2 号

3 号 国年令別表 2級

4 号

5 号

6 号 厚年令別表第1 3級

7 号

8 号
厚年令別表第 2

9 号

10 号
障 害 手 当 金

11 号
厚年令別表不該当

12 号
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別表3 現在の活動能力減退率及び前発障害の活動能カ減退率

併合判定参考表(別表1) 現在の活動能力減退率(%) 前発障害の活動能力減退率(%)

区分 1~9 134 
1号 95 

区分1O~13 119 

2号 105 84 

3号 92 74 

4号 79- 63 

5号 73 44 

6号 67 40 

7号 56 34 

8号 45 18 

9号 35 14 

10号 27 1 1 

11号 20 8 

12号 14 6 

13号 9 4 

別表4 差ヲ|結果認定表

差 ヨ| 残 存 率 障 害 の 程 度

112%以上 周年令別表 1級 9号・ 11号

111%~76% 周年令別表 2級 15号・ 17号

7 5%~5 1 % (治ったもの) 厚年令別表第1 3級 12号

7 5%~2 4%  (治らないもの) 厚年令別表第1 3級 14号

5 0%~2 4%  (治ったもの) 厚年令別表第2 21号
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